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令和８年度 公共事業の事業評価（国営土地改良事業等の期中の評価） 

結果一覧表 

事業名 地区名 
関 係 

都道府県 

事業 

主体 
担当部局 実施方針（要旨） 

国営かんがい 

排水事業 河南
か な ん

二期
に き

 宮城県 国 
農村振興局水資源課 

及び東北農政局 

事業計画に基づき、 

事業を着実に推進する。 

国営かんがい 

排水事業 旭 川
あさひかわ

 秋田県 国 
農村振興局水資源課 

及び東北農政局 

事業計画に基づき、 

事業を着実に推進する。 

国営かんがい 

排水事業 栃木
と ち ぎ

南部
な ん ぶ

 栃木県 国 
農村振興局水資源課 

及び関東農政局 

事業計画に基づき、 

事業を着実に推進する。 

国営緊急農地 

再編整備事業 愛別
あいべつ

 北海道 国 
農村振興局農地資源課 

及び北海道開発局 

事業計画に基づき、 

事業を着実に推進する。 

国営緊急農地 

再編整備事業 大雪
たいせつ

東 川
ひがしかわ

第一
だいいち

 北海道 国 
農村振興局農地資源課 

及び北海道開発局 

事業計画に基づき、 

事業を着実に推進する。 

国営緊急農地 

再編整備事業 雄武
お う む

丘 陵
きゅうりょう

北海道 国 
農村振興局農地資源課 

及び北海道開発局 

事業計画に基づき、 

事業を着実に推進する。 

国営緊急農地 

再編整備事業 茨城
いばらき

中部
ちゅうぶ

 茨城県 国 
農村振興局農地資源課 

及び関東農政局 

事業計画に基づき、 

事業を着実に推進する。 

国営緊急農地 

再編整備事業 南周防
みなみすおう

 山口県 国 
農村振興局農地資源課 

及び中国四国農政局 

事業計画に基づき、 

事業を着実に推進する。 

国営緊急農地 

再編整備事業 道前
どうぜん

平野
へ い や

 愛媛県 国 
農村振興局農地資源課 

及び中国四国農政局 

事業計画に基づき、 

事業を着実に推進する。 

国営総合農地 

防災事業 勇
ゆう

知
ち

北海道 国 
農村振興局防災課 

及び北海道開発局 

事業計画に基づき、 

事業を着実に推進する。 

別表１



 

 





 



連絡先







（東北農政局） 

事 業 名 国営かんがい排水事業 地  区  名 河南
か な ん

二期
に き

 

都道府県名 宮城県 関係市町村名 
石巻市
いしのまきし

、東松島市
ひがしまつしまし

、遠田郡
と お だ ぐ ん

涌谷町
わくやちょう

、

同郡美里町
み さ と ま ち

 

事 
 

業 
 

概 
 

要 

本地区は、宮城県の北東部に位置し、石巻市、東松島市、遠田郡涌谷町及び同郡美
里町にまたがる4,770haの水田地帯である。 
本地区の営農は、水稲を中心に、水田の畑利用による大豆、大麦等を組み合わせた

農業経営が展開されている。 
本地区の農業水利施設は、国営河南土地改良事業（昭和46年度～昭和56年度）、国

営定川土地改良事業（昭和26年度～昭和45年度）等により造成されたが、経年的な施
設の劣化により、揚排水機場においてはポンプ施設の腐食等、幹線用排水路において
は目地の欠損や張ブロックの崩壊等により、農業用水の安定供給に支障を来している
とともに、維持管理に多大な費用と労力を要している。また、近年の降雨量の変化に
伴う排水量の増加により、地区内では湛水被害が生じているとともに、一部のほ場が
小区画かつ排水不良であり、効率的な営農に支障を来している。さらに、排水機場が
必要な耐震性を有していないことから、大規模地震が発生し、この施設が損壊した場
合には、地域に甚大な被害を及ぼすおそれがある。 
このため、本事業では、揚排水機場の改修及び統廃合、幹線用排水路の改修、排水

量の増加に対応した排水系統の再編及び大規模地震に対し必要な耐震性を有していな
い施設の耐震化対策を行い、農業用水の安定供給、維持管理の費用と労力の軽減及び
湛水被害の軽減を図るとともに、関連事業において農地の大区画化等を行い営農の合
理化を図ることにより、農業生産性の維持向上及び農業経営の安定に資するものであ
る。 
 
受 益 面 積  4,707ha（水田4,707ha） 
主要工事計画 揚水機場４か所、用水路17.4km、排水機場３か所、排水路4.8km 
国営総事業費 19,483百万円（事業計画時点 14,000百万円） 
工    期 平成 28 年度～令和 11 年度予定 
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【事業の進捗状況】 
令和７年度までの国営事業全体の進捗率（事業費ベース）は、75.5％となっている。 
主要施設では、中区機場及び筍堀排水路が令和５年に、中山揚水機場が令和７年に

完成し、供用開始している。広渕沼機場等は令和８年度に完成予定であり、用排水路は
22.2 ㎞のうち 12.4 ㎞が施工済みで令和 11 年度に完成予定である。 
引き続き、笈入揚水機場、前谷地揚水機場及び和渕幹線用水路等の整備を進め、令和

11 年度の事業完了に向け、計画的に事業を進めていく予定である。 

【関連事業の進捗状況】 
本地区の関連事業は、農村地域復興再生基盤総合整備事業他２事業（計 16 地区）で

あり、農地の大区画化を図り、農業生産性の維持向上及び農業経営の安定を目的とし
た事業である。 
16 地区のうち、９地区が完了、３地区が実施中、４地区が未着手となっている。 
令和７年度までの進捗率（事業費ベース）は、73.4％となっている。 
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【農業情勢、農村の状況その他の社会経済情勢の変化】 
１．産業別就業人口の動向 
(1)総人口の動向 

関係市町の総人口は、平成 22 年から令和２年にかけて 2.8 万人（11.3％）減少して
おり、減少率は宮城県の 2.0％より高くなっている。 
 
(2)産業別就業人口の動向 
関係市町の令和２年における産業別就業人口の構成割合は、第３次産業が 62.3％を

占めており、最も大きくなっている。平成 22 年と比べて農業が 1,107 人減少、第２次
産業が 3,297 人減少、第３次産業が 3,865 人減少と全体的に減少傾向にあるが、産業
構造に大きな変化は見られない。宮城県も同様の傾向となっている。 
 
２．地域経済の動向 
(1)農業産出額の動向 
関係市町の農業産出額は、年次によって増減はあるものの、現計画の直近５か年平

均から令和５年にかけて、ほぼ横ばいに推移しており、宮城県でも同様の傾向となっ
ている。 
 
(2)製造品出荷額の動向 
関係市町の製造品出荷額は、現計画の直近５か年平均から令和５年にかけて 158,243

百万円（40.3％）増加しており、宮城県でも同様の傾向となっている。 
 
(3)商品販売額の動向 
関係市町の商品販売額は、現計画の直近５か年平均から令和３年にかけて 32,128 百

万円（8.4％）増加しており、増加率は宮城県の 7.6％よりも高くなっている。 
 
３．農業・農村の動向 
（1）総農家数及び農業経営体数の動向 
関係市町の総農家数は、平成 17 年から平成 27 年にかけて 5,078 戸（42.5％）減少

しており、減少率は宮城県の 32.8％より高くなっている。関係市町の農業経営体数は、
平成 22 年から令和２年にかけて 3,555 経営体（46.8％）減少しており、減少率は宮城
県の 40.9％よりも高くなっている。 
 
（2）耕地面積の動向 

関係市町の耕地面積は、現計画の直近５か年平均に対し、令和６年は 132ha（0.6％）
減少しており、同比較における宮城県の 4.0％減少に比べ、減少率が低くなっている。 
 
（3）経営耕地面積規模別経営体数の動向 
関係市町の経営耕地面積規模別経営体数は、平成 22 年から令和２年にかけて、5.0ha

以上の経営体は 86 経営体（13.3％）増加しており、増加率は宮城県の 12.2％よりも高
くなっている。 
 
（4）認定農業者数の推移 
関係市町の認定農業者数は、平成 23 年から令和６年にかけて、408 経営体（31.8％）

減少しており、減少率は宮城県の 12.2％より高くなっている。 
 
（5）組織形態別集落営農数の動向 
関係市町の集落営農数に占める法人の割合は、平成 27 年から令和６年にかけて、38

法人（30.1％）増加しており、増加率は宮城県の 14.7％よりも高くなっている。 
 
（6）法人等の協業経営の動向 
関係市町の総法人数は、平成 22 年から令和２年にかけて、80 経営体（140.4％）増

加しており、増加率は宮城県の 66.8％よりも高くなっている。 
 

河南二期地区 
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【事業計画の重要な部分の変更の必要性の有無】 
現時点までの受益面積、事業目的別面積、主要工事計画及び事業費については、以下

のとおりであり、事業計画の変更が必要となる要件には該当しない。 
 
１．受益面積 
受益面積は、事業計画（以下「現計画」という。）の 4,707ha から 4,607ha へ 100ha

（2.1％）減少しているが、変更要件の５％の増減には該当しない。 
 
２．事業目的別面積 
事業目的別面積は、現計画では用水改良が 4,679ha から 92ha（2.0％）減少、排水改

良が 2,073ha から 53ha（2.6％）減少しているが、変更要件の 10％の増減には該当し
ない。 
 
３．主要工事計画 
主要工事計画は、現計画から変更はなく、変更要件の主要工事の追加や廃止、著し

い変更には該当しない。 
 
４．事業費 
令和８年度における国営総事業費は 19,483 百万円であり、現計画の 14,000 百万円

に対して、5,483 百万円増加しているが、労賃や物価変動を除く、赤井堀排水路の全面
改修への変更、筍堀排水路の全面締切ウェルポイント工法への変更等の工法変更によ
り、労賃や物価変動を除く変動額は 860 百万円（7.1％）であり、変更要件の 10％には
該当しない。 
 
【費用対効果分析の基礎となる要因の変化】 
１．営農計画 

宮城県及び関係市町の農業振興計画の基本方針は、近年見直しが行われているもの
の、引き続き水稲を中心に、水田の畑利用による大豆、大麦等を組み合わせた農業経営
を推進する方向性に変わりはない。 
 
２．農業振興計画 
国（農林水産省）、宮城県及び関係市町の農業振興計画等が一部改正し、見直しが行

われている。近年の情勢変化に対応するために、高収益作物導入、スマート農業の推進
等が追加されているが、農業振興の方向性に大きな変化はない。 
 
３．農産物等の動向 
(1)主要作物の作付面積の推移 
水稲の作付面積は、現計画の直近５ヶ年平均（平成 18～22 年）から令和４年にかけ

て減少傾向であったが、令和５年以降は増加傾向である。 
大麦及び大豆の作付面積は、現計画の直近５ヶ年平均（平成 18～22 年）から令和６

年にかけて増加傾向である。 
ねぎの作付面積は、現計画の直近５ヶ年平均（平成 18～22 年）から令和２年にかけ

て増加傾向であり、直近５ヶ年は横ばい傾向である。 
 
(2)主要作物の作物単価の推移 
水稲の価格は、現計画の直近５か年平均から令和３年にかけて減少傾向であったが、

令和４年以降は増加傾向である。 
大麦の価格は、現計画の直近５か年平均から令和６年にかけて減少傾向にある。大

豆の価格は、現計画の直近５か年平均からは減少しており、令和元年から令和４年に
かけて横ばい傾向にあったものの、それ以降は減少傾向にある。 
ねぎの価格は、現計画の直近５か年平均からは増加傾向にある。 

スイートコーンの価格は、現計画の５か年平均から増加しているものの、直近５か年
は横ばい傾向である。 

河南二期地区 
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（3)主要作物の作物単収の推移 
水稲の単収は、現計画の直近５ヶ年平均 550kg/10a から令和６年の 598kg/10a へと

48kg/10a（8.7 ポイント）増加している。直近５か年の推移に着目すると、令和２年か
ら令和４年にかけて横ばい傾向であったが、令和５年以降は増加傾向である。 
大麦の単収は、現計画の直近５か年平均 317kg/10a から令和６年の 368 kg/10a へと

51kg/10a（16.1 ポイント）増加しているものの、令和元年から令和５年にかけて横ば
い傾向である。 
大豆の単収は、現計画の直近５ヶ年平均 166kg/10a から令和６年の 179kg/10a へと

13kg/10a（7.8 ポイント）増加している。直近５か年に着目すると、令和２年から令和
３年にかけて増加傾向であったが、それ以降は減少傾向にある。 
ねぎの単収は、現計画の直近５ヶ年平均 1,554kg/10a から令和６年の 1,764kg/10a

へと 210kg/10a（13.5 ポイント）増加しているものの、直近５か年では年次によって
増減はあるものの横ばい傾向にある。 
 
 
４．費用対効果分析の結果 
直近の統計資料に基づく作物単価・単収の更新、評価基準年の更新（現在価値化）等

を反映し、国産農産物安定供給効果を追加した上で、費用対効果分析を行った結果は
以下のとおりである。 
 
総便益（Ｂ） 185,288 百万円 （現計画：98,605 百万円） 
総費用（Ｃ） 164,504 百万円 （現計画：66,609 百万円） 
総費用総便益比（Ｂ／Ｃ）1.12(現計画：1.48) 

【環境との調和への配慮】 
本地区では、関係市町の田園環境整備マスタープラン等との整合を図り、本地区の

有する生態系や景観との調和に配慮することとしている。 
環境配慮計画の策定に当たっては、河南二期地区環境配慮検討部会での協議により

地域の有識者からの助言を得て注目すべき生物を選定した。 
主な取組状況は以下のとおりである。 

 
 
１．生態系に配慮した施工 
排水路の改修に当たり、筍堀排水路の一部（既設ビオトープ内のため池と接続部分）

に深みを設置して魚類の生息環境を確保している。 
また、令和７年６月に実施したモニタリング調査では、着工前の調査により定めた

保全対象生物３種（ドジョウ、ミナミメダカ、キンブナ）のうち、ドジョウ、キンブナ
の２種の生息が確認された。 
 
 
２．景観に配慮した排水機場の建屋の色彩 
機場建屋などの景観に影響を与える施設を整備する際には、周辺の農村景観との調和
に配慮した色彩とするよう配慮している。 
【事業コスト縮減等の可能性】 

事業着工時から現在に至るまで、事業コストの縮減を次のとおり実施し、約 12 百万
円のコスト縮減を図っている。なお、今後実施予定の工事についても、積極的にコスト
縮減に努めることとする。 
 
橋梁形式の比較検討によるコスト縮減 
赤井堀排水路の改修に当たり、一般的な上部工・下部工形式の他に、複合門型ラーメン
橋やボックスカルバート橋を含む総合的な橋梁形状の検討を行っており、施工性など
本地区への適合性が高いボックスカルバート橋を採用したことにより、約 12 百万円を
コスト縮減した。 

河南二期地区 



【関係団体の意向】 

本事業の実施について、関係団体である宮城県、石巻市、東松島市、遠田郡涌谷町及び同郡

美里町、河南矢本土地改良区及び美里東部土地改良区から意見を聴取したところ、次のとおり

であった。 

１．宮城県 

国営かんがい排水事業河南二期地区の再評価結果（案）については、特段の異議はない。 

当地域の農業振興を図る上で、国営かんがい排水事業河南二期地区の実施は不可欠と考え

ており、これまでどおりコスト縮減に取り組むとともに、事業効果の早期発現のため、事業完

了に向けて着実な事業執行に努められますようお願いする。 

２．石巻市 

本事業は、河南地区の農業生産の維持及び農業経営の安定を図る上で不可欠であり、引続き

コスト縮減に努めながら着実に事業推進を図るよう要望する。

３．東松島市 

本地区の基幹水利施設は、国営定川農業水利事業（昭和２６年度～昭和４５年度）、国営河

南農業水利事業（昭和４６年度～昭和５６年度）により整備され、併せて関連事業により末端

用排水施設の整備やほ場整備が実施され、生産性の向上並びに農業経営の近代化に大きく貢

献してきた。これらの生産基盤の整備により、市内では水稲を中心とした営農が展開されてお

り、「環境保全米」の栽培、飼料用米等の新規需要米の生産拡大、水田の畑利用による「ねぎ」、

「スイートコーン」等の高収益作物の栽培が進められ、大区画化・汎用化されたほ場では、ブ

ロックローテーションによる水稲・麦・大豆の２年３作の営農体系が定着してきている。

また、東日本大震災後においては、経営規模が１００ヘクタールを超える農業法人が設立さ

れるなど、担い手への農地集積も着実に進んでおり、関係機関の連携の下、競争力のある農業

の実現に取り組んでいる。本市を含めた事業地区関係市町村における担い手への農地集積率

については、関連するほ場整備事業等により、宮城県の中で上位に位置しているが、令和元年

の東日本台風では、収穫間際の大豆等が大きな被害を受けるなど、近年では基幹的な排水施設

の機能低下と降雨形態の変化や畑利用の拡大により、農地の湛水被害が増加していることか

ら、水田の畑利用による高収益作物の導入を一層推進するため、排水施設の改修が喫緊の課題

となっている。  

また、用水の安定供給に重要な役割を担ってきた基幹的な用水施設についても年々老朽化

が進行しており、特に本地区の主水源である揚水機場の電気設備は耐用年数を超過し、老朽化

が顕著であり、いつ壊れてポンプが停止してもおかしくない状況下で常に不安を抱えながら

施設の管理を行っている。万一これらのポンプが停止した場合、他に水源がないため、本地区

の営農に甚大な被害を及ぼす恐れがあることから、国営かんがい排水事業「河南二期地区」に

より、実施している施設の改修について、地元関係者は、早期完成による効果発現がなされる

ことを熱望している。 

このことから、本地区の農業競争力強化に向けて、基幹水利施設の改修と耐震化対策の計画

的な進捗のための予算確保、事業の着実な推進を要望する。 

４．涌谷町 

当町は、宮城県北部の遠田郡に位置しており、北は登米市、東は石巻市、南は美里町、西は

大崎市に接している。  

また、第一次産業の農業が中心であり、稲作のほか、小ねぎ、ほうれん草などの園芸栽培を

している。  

河南二期地区 



  
 
人口減少や農業者の高齢化、地域の営農形態の多様化が進む中、より一層、農業経営の

安定化が必須であることから引き続き、本事業による農業用水の安定供給及び維持管理費
用の軽減を図っていただくとともに今後も着実に事業が推進するよう求める。 
 
５．美里町 
本地区は、県内有数の水田農業地帯であり、大区画化された圃場での「環境保全米」や高

収益作物の導入、農業法人への農地集積により競争力のある農業を推進している。しかし、
近年は排水施設の機能低下や降雨形態の変化により、農地の湛水被害が増加しているほか、
基幹的な用水施設の老朽化が進行し、営農継続への大きな不安要素となっている。農業競
争力の強化と経営の安定を図るためにも、排水機能の強化や揚水機場の改修·耐震化を目的
とした本事業が着実に推進されるよう、予算確保を含めた特段の配慮を要望する。 
 
６．河南矢本土地改良区 
基幹揚排水機場、幹線用排水路及び水管理システムの改修による機能回復については地

域農地における用水安定供給と湛水被害軽減に必要不可欠であり、併せて維持管理費及び
労力の軽減に繋がるものと考えている。  
以上から、本事業は地域農業の維持、向上と農業経営の安定に不可欠な事業であるため、

引き続きコスト縮減に努めながら着実な事業の推進を要望する。 
 
７．美里東部土地改良区 
本事業により関係施設を改修することは、基幹施設の機能が回復し、経営規模の拡大や、

生産性の向上が図られ、やがては地域農業の発展に繋がると考えている。 
今後も、創意工夫をしながらコスト縮減に努め、着実な事業推進を要望する。 

 
【評価項目のまとめ】 

本事業は平成 28 年度に着工し、主要施設の整備が順次進められ、現時点における事業費
ベースの進捗率は 75.5％に達している。また、関連事業である県営ほ場整備事業（計 16 地
区）の進捗率も約７割の進捗率となっている。 
受益地域では、水稲を中心に、水田の畑利用による大豆、大麦等を組み合わせた農業経

営が展開されている。農業経営体数や農業就業人口の減少といった動向は見られるものの、
本事業による用水の安定供給、排水機能向上による湛水被害の防止や関連事業等を契機に、
30ha 以上の経営耕地面積が増加する動向が見られるなど経営規模拡大や農地の利用集積が
進んでいる。これらを背景に、高収益作物導入やスマート農業の導入及び取組が積極的に
推進されている。 
また、本事業は、東日本大震災からの復興において、農業生産基盤の整備・機能強化を通

じ、地域の主産業である第一次産業の復旧・復興に寄与しており、営農継続による地域コ
ミュニティの維持や新たな担い手が地域内の法人に就農することで、人口流出の抑制にも
貢献している。 
現時点において、事業計画の見直しが必要となる受益面積、事業目的別面積、主要工事

計画及び総事業費の変動は認められないほか、事業の総便益が総費用を上回っていること
を確認している。 
関係団体からは、本事業が地域農業の維持・発展に不可欠であるとの支持が寄せられて

おり、維持管理費の軽減等を図るため、引き続き、コスト縮減に努めながら着実に事業を
推進するよう要望されている。 
以上から、地域農業の維持・発展や農業経営の安定といった効果の早期発現に向けて、

関係団体と連携し、計画的な事業の推進に努めていく必要がある。 
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【技術検討会の意見】 
本事業は、揚排水機場の改修及び統廃合、幹線用排水路の改修、排水系統の再編及び耐

震化対策により、農業用水の安定供給、維持管理の費用と労力の軽減及び湛水被害の軽減

を図るものである。併せて関連事業において、ほ場整備による大区画化等により営農の合

理化を図ることを目的としている。

事業の進捗状況については、令和７年度までに事業費ベースで７割を超えており、一部

施設は完成し供用開始している。未完成施設についても、今後計画的に整備を進めていく

予定である。

地区内では、本事業及び関連事業を契機として、スマート農業や乾田直播栽培を導入し

た効率的な農業経営が展開されているほか、高収益作物の導入、農業法人の経営規模拡大、

米の輸出やブランド化、若手・女性を含む担い手の育成・確保など、地域農業の維持・発展

に資する取組が積極的に進められている。また、事業で更新した施設には、歴史的な背景

から地域資源としての価値も有する円筒分水工などもあり、本事業の多面的な意義を示す

ものとなっている。
関係団体からの意向に表れているとおり、本事業は地域にとって極めて重要である。今

後も引き続き、コスト縮減や環境との調和に配慮しつつ、事業完了に向けて計画的に事業
を推進されたい。あわせて、関係団体と連携した営農推進の取組や本事業の重要性に関す
る情報発信も引き続き進められたい。

【事業の実施方針】 
今後も、コスト縮減や環境との調和への配慮に努めつつ、事業完了に向けて、関係団体

と連携して計画的に事業を推進する。 

＜評価に使用した資料＞ 
・東北農政局「国営河南二期土地改良事業計画書（農業用用排水）」

・平成 22 年、平成 27 年、令和２年国勢調査(https://www.stat.go.jp/data/kokusei/2020/index.html)

・平成 26 年、令和３年経済センサス活動調査（https://www.stat.go.jp/data/e-census/2026/index-2.html）

・平成 25 年住宅・土地統計調査（https://www.stat.go.jp/data/jyutaku/2013/tyousake.html）

・2010 年、2015 年、2020 年農林業センサス(https://www.maff.go.jp/j/tokei/census/afc/)

・農林水産省 大臣官房統計部「作物統計調査」(https://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/sakumotu/)

・農林水産省 大臣官房統計部「農業物価統計」農林水産省（https://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/noubukka/index.html） 

・国土交通省水管理・国土保全局「治水経済調査マニュアル(案)」（令和７年７月）

・国土交通省水管理・国土保全局河川計画課「治水経済調査マニュアル(案)各種資産評価単価及びデフレーター」（令和７年

６月改正）

・農林水産省農村振興局企画部土地改良企画課･事業計画課(監修)(2015)「新たな土地改良の効果算定マニュアル」大成出版社

（平成 27 年 9 月 5 日第２版第１刷）

・土地改良の費用対効果分析に関する基本指針の制定について（平成 19 年３月 28 日付け 18 農振第 1596 号農村振興局長通

知（最終改正：令和７年４月２日））

・土地改良事業の費用対効果分析マニュアルの制定について（平成 19 年３月 28 日付け 18 農振第 1597 号農林水産省農村振

興局整備部長通知（最終改正：令和７年４月２日））

・「国産農産物安定供給効果」について（平成 27 年３月 27 日付け 26 農振第 2072 号農林水産省農村振興局整備部長通知（令

和５年４月３日一部改正）） 

・土地改良事業の費用対効果分析における参考資料等について（令和５年９月 13 日付け農林水産省農村振興局整備部関係課

関係班連名事務連絡）

・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について（平成 19 年３月 28 日付け農林水産省農村振興局企画部長通知（令

和８年３月 31 日一部改正））

・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数等について（令和８年３月 31 日付け農林水産省農村振興局整備部土地改良

企画課課長補佐（事業効果班）事務連絡）

・評価結果書に使用したデータのうち、一般に公表されていないものについては、東北農政局河南二期地区農業水利事業所調

べ（令和７年）
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河南二期地区 事業概要図 
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業 

概 
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本地区は、秋田県の横手盆地に位置し、横手市、大仙市及び仙北郡美郷町にまたが

る 3,159ha の農業地帯である。 

本地区の営農は、水稲を中心に水田の畑利用による大豆、小麦、野菜などのほか、

畑での野菜を組み合わせた農業経営が展開されている。 

本地区の農業水利施設は、国営雄物川筋土地改良事業（昭和 21 年度～昭和 55 年

度）等で造成されたが、経年的な施設の劣化により、ダム、頭首工及び用水路ではコ

ンクリート構造物の欠損や鋼構造物の腐食などによる漏水が生じているほか、地区

の一部では河川形状の変化によって取水が困難になり用水不足が生じているなど、

農業用水の安定供給に支障を来しているとともに、維持管理に多大な費用と労力を

要している。また、ダム、頭首工及び用水路が必要な耐震性を有していないことか

ら、大規模地震が発生し、これら施設が損壊した場合には、地域に甚大な被害を及ぼ

すおそれがある。 

このため、本事業では、ダム、頭首工及び用水路の改修、大規模地震に対し必要な

耐震性を有していない施設の耐震化対策及び用水系統の再編に伴う取水施設の統廃

合を行うとともに、関連事業において用水路を整備することにより、農業用水の安

定供給と維持管理の費用と労力の軽減を図り、農業生産性の維持及び農業経営の安

定に資するものである。 

 

 受 益 面 積 3,159ha（水田 3,148ha、畑 11ha） 

 主要工事計画 ダム１か所、頭首工３か所、用水路 16.7km 

 国営総事業費 20,817 百万円（事業計画時点 15,000 百万円） 

 工 期 平成 28 年度～令和 12 年度予定 

 

評
価
項
目 

【事業の進捗状況】 

令和７年度までの進捗率（事業費ベース）は、76.1％となっている。 

主要施設では、新上堰頭首工が令和７年度に完成し、供用を開始している。あいの

のダム、新一の堰頭首工及び大戸川頭首工は、令和 12 年度に完成予定であり、用水

路は 16.7 ㎞のうち 14.7 ㎞が施工済みで令和 12 年度に完成予定である。 

引き続き、あいののダム、新一の堰頭首工などの整備を進め、令和 12 年度の事業

完了へ向け計画的に事業を進めていく予定である。 

 

【関連事業の進捗状況】 

本地区の関連事業は農業競争力強化基盤整備事業のうち水利施設等保全高度化事

業「旭川地区」及び「角間川地区」であり、農業水利施設の適切な更新・長寿命化対

策に加え、国営事業による用水再編計画に基づく整備により、水利用の効率化や水

管理の省力化を図る事業である。 

２地区ともに、令和 12 年度の事業完了に向け現在実施中である。 

令和７年度までの進捗率（事業費ベース）は、71.9％となっている。 
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【農業情勢、農村の状況その他の社会経済情勢の変化】 

１ 産業別就業人口の動向 

（１）総人口の動向 

関係市町の総人口は、平成 22 年から令和２年にかけて約 2.7 万人（12.7％）減少

しており、減少率は秋田県の 11.6％より高くなっている。一方、関係市町の 75 歳以

上の人口増加率は同期間で 0.4％と秋田県より低くなっている。 

 

（２）産業別就業人口の動向 

令和２年における関係市町の産業別就業人口の構成割合は、第３次産業が 59.5％

を占めており、最も大きくなっている。平成 22 年と比べて第１次産業が 3,223 人減

少、第２次産業が 3,188 人減少、第３次産業が 2,076 人減少と全体的に減少傾向に

あるが、産業構造に大きな変化は見られない。秋田県も同様の傾向となっている。 

 

２ 地域経済の動向 

（１）農業産出額の動向 

関係市町の農業産出額は、平成 26 年から令和５年にかけて 67 億円（11.3％）増

加しており、増加率は秋田県の方が高くなっている。 

 

（２）製造品出荷額の動向 

関係市町の製造品出荷額は、増減はあるものの平成 26 年から令和５年にかけて

264 億円（12.9％）増加しており、増加率は秋田県の 28.7％の方が高くなっている。 

 

（３）商品販売額の動向 

関係市町の商品販売額は、平成 26 年から平成 28 年にかけて増加しているが、令

和３年には減少しており、秋田県でも同様の傾向となっている。平成 26 年と令和３

年を比べると、関係市町では減少し、秋田県では増加している。 

 

３ 農業・農村の動向 

（１）総農家数及び農業経営体数の推移 

関係市町の総農家は、平成 22 年から令和２年にかけて 6,786 戸（35.9％）減少し

ており、減少率は秋田県の 38.1％よりも低くなっている。関係市町の農業経営体数

は、平成 22 年から令和２年にかけて 5,881 経営体（37.2％）減少しており、同比較

における秋田県の 40.3％に比べ、減少率が低くなっている。 

 

（２）耕地面積の動向 

関係市町の耕地面積は、平成 22 年から令和２年にかけて 842ha（1.9％）減少して

おり、同比較における秋田県の 2.7％に比べ、減少率が低くなっている。 

 

（３）経営耕地面積規模別経営体数の動向 

関係市町の経営耕地面積規模別経営体数は、平成22年から令和２年にかけて5.0ha

以上の経営体は 137 経営体（9.7％）増加しており、秋田県は減少している。 

 

（４）認定農業者数の推移 

関係市町の認定農業者数は、平成 22 年から令和２年にかけて 270 経営体（8.2％）

減少しており、減少率は秋田県の 8.7％より低くなっている。また、うち法人数は 149

法人（124.2％）増加しており、秋田県でも同様の傾向である。 
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（５）組織形態別集落営農数の推移 

関係市町の集落営農数に占める法人の割合は、平成 26 年から令和６年にかけて 61

法人（59.8％）増加しており、秋田県でも同様の傾向である。 

 

（６）法人などの協業経営の動向 

関係市町の総法人数は、平成 22 年から令和２年にかけて 118 経営体（90.8％）増

加しており、増加率は秋田県の 80.2％よりも高くなっている。 

【事業計画の重要な部分の変更の必要性の有無】 

現時点までの受益面積、事業目的別面積、主要工事計画及び事業費については、以

下のとおりであり、事業計画の変更が必要となる要件には該当しない。 

 

１ 受益面積 

受益面積は、事業計画（以下「現計画」という。）の 3,159ha から 3,124ha へ 35ha

（1.1％）減少しているが、変更要件の５％の増減には該当しない。 

 

２ 事業目的別面積 

事業目的別面積は、現計画では用水改良が 3,159ha（全体受益面積と同一）から

35ha（1.1％）減少しているが、変更要件の 10％の増減には該当しない。 

 

３ 主要工事計画 

主要工事計画は、現計画から変更はなく、変更要件の主要工事の追加や廃止、著し

い変更には該当しない。 

 

４ 事業費 

令和８年度における国営総事業費は 20,817 百万円であり、現計画の 15,000 百万

円に対して 5,817 百万円増加しているが、あいののダム堤体耐震対策工や新上堰頭

首工改修工事などの工法変更により、労賃や物価変動を除く変動額は 741 百万円

（5.9％）であり、変更要件の 10％には該当しない。 

 

【費用対効果分析の基礎となる要因の変化】 

１ 営農計画 

秋田県及び関係市町の農業振興計画の基本方針は、近年見直しが行われているも

のの、引き続き水稲を中心に、水田の畑利用による大豆、小麦、野菜などのほか、畑

での野菜を組み合わせた農業経営を推進する方向性に変わりはない。 

 

２ 農業振興計画 

国（農林水産省）、秋田県及び関係市町の農業振興計画などが一部改正し、見直し

が行われている。近年の情勢変化に対応するために園芸・畜産の生産基盤強化によ

る米偏重からの脱却、環境に配慮した持続的農業の推進、スマート農業に関する取

組方針が内容に追加されているが、農業振興の方向性に大きな変化はない。 
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３ 農産物などの動向 

（１）主要作物の作付面積の推移 

関係市町の作付面積は、現計画から、水稲、そば、トマトは増減があるものの、大

きく変化していない。大豆は、現計画よりも増加し、小麦は、現計画以下で推移して

いる。 

 

（２）主要作物の作付単価の推移 

関係市町の作付単価は、現計画から、作物ごとに年毎単価の変動が見られるが、飼

料用米、稲発酵粗飼料用米、小麦は、大きく変化していない。大豆、そば、小菊、ア

スパラガス、トマト、すいか、えだまめは現計画よりも上昇し、水稲、加工用米は下

落していたものの令和３年度以降上昇傾向にある。 

 

（３）主要作物の作付単収の推移 

関係市町の単収は、現計画から、水稲、大豆、小麦、そば、稲発酵粗飼料用稲、ア

スパラガス、すいか、えだまめ、小菊で増減があるものの、大きく変化していない。

トマトは、現計画よりも増加し、すいかは、令和３年以降漸減傾向で推移している。 

 

４ 費用対効果分析の結果 

直近の統計資料に基づく作物単価・単収の更新、評価基準年の更新（現在価値化）

などを反映した上で、費用対効果分析を行った結果は以下のとおりである。 

 

  総便益（Ｂ） 72,126 百万円（現計画 38,191 百万円） 

  総費用（Ｃ） 60,375 百万円（現計画 27,649 百万円） 

  総費用総便益比（Ｂ／Ｃ） 1.19（現行計画 1.38） 

 

【環境との調和への配慮】 

本地区では、関係市町の田園環境整備マスタープランとの整合を図り、本地区の有

する生態系や景観との調和に配慮することとしている。 

調査方針や基本方針の検討段階、調査結果のとりまとめ時などに当たっては、地域

の環境に詳しい有識者から必要な助言を得て、調査を実施する。 

主な取組状況は以下のとおりである。 

 

１ 生態系への配慮 

あいののダム堤体下流の植物への配慮として、改変部に生育するアズマギクとス

ズサイコを採取し、移植、播種、種子保存及びモニタリング調査を実施している。令

和６年度調査では、スズサイコは藪化した移植地でも安定した生育が確認されたが、

アズマギクはほかの植物に被圧されると負けてしまう傾向があり、過湿地に弱いた

め、移植先での生育がやや不良であった。工事後の令和７年度に堤体及び周辺の適

地へ移植を行い、評価は令和８年度に行う。 

新上堰頭首工において、魚類（ウグイ、ナマズ、アユ、ヤマメ、トウヨシノボリ）

への配慮として、令和５年度に魚道下端部の護床工を一段下げることで、魚類を魚

道に誘導するような施工を実施した。当該施設では、平成 30 年度から令和６年度に

かけて魚道調査を実施している。令和６年度調査では、魚道を遡上した魚類の種数

は最多、個体数は過去２番目に多い結果となり、魚道改修の効果が示唆される。最終

評価は工事完了後の令和９年度に実施する予定である。 
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２ 騒音振動対策に関する取組状況 

本地区の全施設周辺は、鳥獣保護区の指定を受けていないが、鳥類の繁殖期に工事

を行う場合は、低騒音、低振動型施工機械を使用して工事を実施する。 

３ 景観への配慮 

旭川左岸用水路の工事では、地域住民などのまなざし量の多い公共施設、公園など

があることから、水路壁を修景パネル貼付工にて施工し、周辺景観との調和に配慮

している。また、旭川左岸用水路沿いには桜並木があり、桜並木の保全のため配慮し

て施工した。 

【事業コスト縮減などの可能性】 

事業着工時から現在に至るまで、事業コストの縮減を次のとおり実施し、約 23 百

万円のコスト削減を図っている。なお、今後実施予定の工事についても、積極的にコ

スト縮減に努めることとする。

大戸川頭首工の管理橋 

大戸川頭首工は、当初計画では管理橋を設置する計画としていたが、巻上機室を要

しない SR 堰を採用していることと、実施設計段階で管理に要する施設を全て左岸側

に集約する設計としたことにより管理橋が省略可能となった。これにより、管理橋

設置に係る費用が減となりコスト縮減が図られた。このため施設管理者と慎重に協

議した上で、管理橋は設置しないことにし、23 百万円分のコストを縮減した。 

【関係団体の意向】 

本事業の実施について、関係団体である秋田県、横手市、大仙市、美郷町、秋田県南旭

川水系土地改良区及び大仙市大曲土地改良区から意見を聴取したところ、次のとおりで

あった。 

１．秋田県 

 国営かんがい排水事業旭川地区の再評価結果（案）については特段の異議はない。当地

域の農業振興及び地域保全を図る上で、本事業の実施は不可欠と考えており、引き続きコ

スト縮減に取り組むとともに、事業効果の早期発現のために着実な事業執行をお願いす

る。

２．横手市 

 本市は、魅力あふれる農業の展開と活力ある農村振興により、農業の持続的発展を目指

す基本目標の下、多様な担い手の確保と育成、農地の集積・面的集約化による生産基盤強

化、および気候変動に強い農業の推進に取り組んでいる。さらに農業の複合化と６次産業

化による収益性の向上、スマート農業技術などの活用による農業生産の効率化と省力化を

推進している。 

その中でも耕地面積の９割を占める水田への農業用水の安定供給は必要不可欠であり、

本事業による農業用水の安定供給に加えて、各施設の耐震対策による災害の未然防止効果

への期待は大きく、農業経営の安定および地域保全に資する本事業の着実な推進を要望す

る。 
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３．大仙市 

 本市では、経営耕地のうち９５％が田として利用されており、全国有数の米産地である

強みを生かした良質米のブランド化に加え、我が国の食料安全保障にも資する「持続可能

な魅力あるだいせん農業」モデルの確立を目指している。 

同時に、農業算出額増加のための方針として生産、流通、販売を総合的に捉えた振興策

と共に、高収益作物等の一層の産地化を進め、米以外の分野も更に押し進めることとして

いる。 

農業生産性の向上のために農業生産基盤の整備は必要不可欠であり、本事業によって大

戸川頭首工及び用水路等が整備され、令和６年度より供用が開始されたことによる当市角

間川地域の農業水利施設の維持管理経費の節減効果は大きいものである。 

つきましては今後の一層、持続可能な地域営農のために農業用水の安定供給及び生産性

向上に寄与する本事業の着実な推進を切望している。 

 

４．美郷町 

本町は全耕地面積に占める水田の割合が約９４％で基盤整備率が約８９％と進んでお

り、水稲を中心に水田を活用した収益力強化を図ることとしている。 

そのため、農業用水の安定供給は必要不可欠であり、令和７年度までに新上堰頭首工及

び旭川右岸幹線用水路の整備が完了したことによる効果発現への期待は大きい。 

引き続き、農業用水の安定供給による農業振興に資する本事業が着実に推進するように

要望する。 

 

５．秋田県南旭川水系土地改良区 

 本事業により、ダム、頭首工等の基幹水利施設の機能回復及び向上、水管理施設の整備

によって、多大な維持管理労力の軽減効果が発現すると考えている。 

本事業は、地域農業の維持発展のために必要不可欠であり、前歴事業以降、国営事業に

よる更新整備は農村地域並びに農家にとって悲願であった。 

引き続き、コスト縮減に最大限努めるとともに、着実な事業の推進を要望する。 

 

６．大仙市大曲土地改良区 

 本事業によって整備された大戸川頭首工の供用開始によって、大きな維持管理経費の

節減効果が発現している。関連事業による、幹線（パイプライン）の灌漑により、取水

到達時間が大幅に短縮でき、今後は効率的な取水を計画したい。また、末端水路の整備

計画により、さらなる事業効果が期待できる。今後も、必要な整備を着実に進めつつ、

事業の推進を要望する。 
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【評価項目のまとめ】 

本事業は、現時点で新上堰頭首工が完成し供用を開始しているほか、ダムや頭首工、幹

線用水路の整備が進められている。本事業の進捗率は 76.1%に達しており、令和 12 年度完

成に向け計画的に事業が進んでいる状況である。 また、関連事業の末端水路も現在整備中

であり、進捗率は 71.9％となっている。 

    

  関係市町の社会情勢の動向としては農業就業人口の減少、農家数の減少、経営面積の減

少などが見られるものの、本事業による用水の安定供給や関連事業を契機に農業産出額の

増加、5.0ha 以上の規模の経営体による経営面積の拡大などが見られる。また、地域農業

を担う農業法人、生産組合などにより、スマート農業技術の導入、農地の集積、高収益作

物への転換、地域の雇用や農地の維持が図られていることに加え、若手営農者の支援や後

継者を確保するなど次世代への継承の取組も認められる。今後とも地域の農業は維持・継

続されていくものと判断される。 

  

  現時点において、事業計画の見直しが必要となる受益面積、主要工事計画、総事業費の

変動は認められないほか、事業の総便益が総費用を上回っていることを確認している。 

  関係団体からは、本事業について農業振興及び地域保全を図るうえで必要不可欠であ

るとの支持が寄せられており、コスト縮減に努めながら着実な推進を要望されている。 

    

   以上から、地域農業の維持・発展や農業経営の安定といった事業効果の早期発現に向け

て、関係団体と連携し、計画的な事業の推進に努めていく必要がある。 

 

【技術検討委員会の意見】 

本事業は、ダム、頭首工及び用水路の改修、大規模地震に対し必要な耐震性を有してい

ない施設の耐震化対策及び用水系統の再編に伴う取水施設の統廃合により、農業用水の安

定供給と維持管理の費用と労力の軽減を図るものである。併せて関連事業において、用水

路の整備により水利用の効率化や水管理の省力化を図ることを目的としている。 

事業の進捗状況については、令和７年度までに事業費ベースで７割を超えており、一部

施設は完成し供用開始している。未完成施設についても、今後計画的に整備を進めていく

予定である。 

地区内では、本事業及び関連事業を契機として、農業用水の安定供給や維持管理の省力

化が図られるとともに、農地の集積・集約化、スマート農業技術の導入、高収益作物への

転換など、効率的かつ持続的な農業経営に向けた取組が進められている。また、地域農業

を担う農業法人や生産組合等により、経営規模の拡大、通年雇用の導入、販売先の多角化、

６次産業化、若手の育成や次世代への技術・ノウハウの継承など、地域農業の維持・発展

に資する取組が積極的に進められている。  

関係団体からの意向に表れているとおり、本事業は地域にとって極めて重要である。今

後も引き続き、コスト縮減や環境との調和に配慮しつつ、事業完了に向けて計画的に事業

を推進されたい。あわせて、本事業や施設管理の重要性に関する情報発信も引き続き進め

られたい。 

 

【事業の実施方針】 

今後も、コスト縮減や環境との調和への配慮に努めつつ、事業完了に向けて、関係団体

と連携して計画的に事業を推進する。 
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＜評価に使用した資料＞ 

・東北農政局「国営旭川土地改良事業計画書」 

・平成 22 年、平成 27 年、令和２年国勢調査（https://www.stat.go.jp/data/kokusei/2020/index.html） 

・2010 年、2015 年、2020 年農林業センサス（https://www.maff.go.jp/j/tokei/census/afc/） 

・農林水産省大臣官房統計部「作物統計調査」（https://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/sakumotu/） 

・農林水産省大臣官房統計部「農業物価統計」（https://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/noubukka/index.html） 

・農林水産省農村振興局整備部（監修）［改訂版］「新たな土地改良の効果算定マニュアル」大成出版社（平成 27 年９月

５日第２版第１刷） 

・土地改良の費用対効果分析に関する基本指針の制定について（平成 19 年３月 28 日付け 18 農振第 1596 号農村振興局長通

知（最終改正：令和７年４月２日）） 

・土地改良事業の費用対効果分析マニュアルの制定について（平成 19 年３月 28 日付け 18 農振第 1597 号農林水産省農村振

興局整備部長通知（最終改正：令和７年４月２日）） 

・「国産農産物安定供給効果」について（平成 27 年３月 27 日付け 26 農振第 2072 号農林水産省農村振興局整備部長通知

（令和５年４月３日一部改正）） 

・土地改良事業の費用対効果分析における参考資料等について（令和５年９月 13 日付け農林水産省農村振興局整備部関係

課関係班連名事務連絡） 

・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数等について（令和８年３月 31 日付け農林水産省農村振興局整備部土地改

良企画課課長補佐（事業効果班）事務連絡） 

・評価結果書に使用したデータのうち、一般に公表されていないものについては、東北農政局旭川農業水利事業所調べ（令

和７年度） 

 



                    （関東農政局） 

事 業 名 国営かんがい排水事業 地 区 名 栃木
と ち ぎ

南部
な ん ぶ

 

都 道 府 県 名 栃木県 関係市町村名 栃木市
と ち ぎ し

、小山市
お や ま し

、下都賀郡
し も つ が ぐ ん

野木町
の ぎ ま ち

 

事 

業 

概 

要 

１．事業目的 

本事業は、栃木県の南部に位置し、栃木市、小山市及び下都賀郡野木町にまたがる

3,619haの農業地帯において、湛水被害の軽減及び農業水利施設の維持管理の費用と労力

の軽減を図るため、老朽化が進行している施設の改修等を行うものである。 

本地区の営農は、水稲を中心に、水田の畑利用による二条大麦、大豆等のほか、畑での

野菜等を組み合わせた農業経営が展開されている。 

本地区の農業水利施設は、県営かんがい排水事業等により造成され、各排水系統にお

いて湛水被害の軽減に寄与してきたが、近年の降雨形態の変化及び土地利用の変化に伴

い地区内では湛水被害が生じている。また、経年的な施設の劣化により、排水機場におい

てはポンプ設備からの油漏れや水漏れ等、排水路においては一部積ブロックの崩壊等が

生じており、排水機能に支障を来しているとともに、維持管理に多大な費用と労力を要

している。 

このため、本事業では、排水系統の再編を行うとともに、排水機場の改修、統廃合や排

水路の改修を行い、併せて関連事業において、支線排水路の改修を行うことにより、排水

機能の強化による湛水被害の軽減や維持管理の費用と労力の軽減を図り、農業生産性の

維持向上及び農業経営の安定に資するものである。 

 

２．事業内容 

 受 益 面 積 3,619ha（水田 3,480ha、畑 139ha） 

 主要工事計画 排水機場 ２箇所、排水路 9.1km 

 国営総事業費 19,900百万円（事業計画時点 15,000百万円） 

 工 期 平成28年度～令和11年度予定 

評 

価 

項 

目 

【事業の進捗状況】 

  令和７年度までの国営事業の進捗率は、事業費ベースで80.0％となっている。排水機

場の工事は令和７年度までに事業費ベースで94.5％、排水路は事業費ベースで73.7％が

完了している。水管理施設は、未着工である。令和11年度の事業完了に向けて、工事を計

画的に進めていく。 

【関連事業の進捗状況】 

  本地区では、関連事業として支線排水路の改修が２地区位置づけられている。令和７

年度までに、２地区が実施中で、進捗率は事業費ベースで15.4％となっている。 

【農業情勢、農村の状況その他の社会経済情勢の変化】 

 １．総人口の推移 

  関係市町では、人口の多い順に小山市、栃木市、野木町となっており、関係市町におけ

る総人口は、平成22年の354,198人から令和２年の347,128人へと7,070人(２％)減少して

いる。関係市町の総人口は、小山市はわずかに増加しているが、栃木市、野木町は減少傾

向にある。栃木県全体の総人口は、平成22年の2,007,683人から令和２年の1,933,146人へ

と74,537人(４％)減少している。 

 

２．産業別就業人口の割合 

令和２年においては、関係市町及び栃木県全体のいずれも第３次産業の就業人口割合

が最も高く、関係市町では 61％(101,993 人)、栃木県全体では 62％(571,094 人)を占め

ている。関係市町における全就業者数に占める農業就業者数の割合は、平成 22 年の５

％(8,633 人)から令和２年の４％(7,263 人)へ１ポイント減少しており、栃木県全体は

平成 22 年から令和２年の間は５％と横ばいに推移している。 

 

３．農業経営体数の推移 

関係市町の農業経営体数は、平成22年から令和２年までの10年間で7,747経営体から
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5,093経営体となり、2,654経営体(34％)減少している。農業経営体の増減率を栃木県全

体と比較すると、団体経営体(法人)は栃木県全体より上回っており、農業経営体、個人

経営体は県全体を下回っている。関係市町は、水田地域であり、１経営体当たりの経営

耕地面積は2.8haで平成22年から令和２年までに0.7ha増加している。また、5.0ha以上

の経営耕地面積割合は、34％から51％へと17ポイント増加している。以上から、地域農

業を担う経営体の法人化による規模拡大が進んでいる。 

 

４．農業産出額の推移 

関係市町の農業産出額は令和５年で322億円であり、平成26年以降320億円程度で推移し

ている。栃木県全体での農業産出額は平成23年から令和５年にかけて緩やかな増加傾向に

ある。類別に見ると、農業産出額は野菜、米、肉用牛の順で大きくなっている。野菜は平成28

年以降減少傾向にあるが近年は安定しており、米は令和３年に大きく減少したが、令和４年

以降は回復傾向に転じている。また、肉用牛は近年増加傾向にあり、他の畜産物(乳用牛、

豚、鶏)は安定して推移している。 

 

５．認定農業者数の推移 

関係市町では、農業従事者の減少及び高齢化等による地域農業の衰退が懸念されて

おり、地域農業の持続的発展を実現するために、担い手への農地集積や大規模化を図

り、効率的かつ安定的な農業者による営農の確立を目指している。地域農業の中心と

なる認定農業者数は、約1,050経営体で緩やかな減少傾向にある。 

 

【事業計画の重要な部分の変更の必要性の有無】 

  現時点までの受益面積、主要工事計画及び事業費の変動について、確認した結果は以

下のとおりであり、事業計画の変更が必要な変動は生じていない。 

  

１．受益面積 

 受益面積は、事業計画策定時点(以後、「現計画時点」)の3,619haから、令和６年度ま

でに農地転用などにより計44ha(1.2％)減少しているが、５％未満であり事業計画の変更

要件に該当しない。 

 

２．事業目的別面積 

 本地区の事業目的は「排水改良」であり、事業目的別面積は、「排水改良」では44ha(1.2

％)減少しているが、10％未満であり事業計画変更の要件に該当しない。 

 

３．主要工事計画 

 本地区の主要工事計画は、現計画から変更はなく、事業計画変更の要件に該当しない。 

 

４．事業費 

  令和８年度における国営総事業費は、現計画の15,000百万円から令和７年度時点まで

物価変動以外の要因（排水路の軟弱地盤における残土処分の工法変更等）により、619百

万円（4.7％）増加している。 

さらに今後、幹線排水路における横断工の工法見直し等による増加が見込まれる。 

【事業計画変更の要件：主要工事計画に係る事業費（物価変動以外）の変動が10％以上】 

 

【費用対効果分析の基礎となる要因の変化】 

１．地域農業振興の方向性 

栃木県及び関係市の地域農業振興の基本方針については、本事業の着工当時から地域

農業を取り巻く情勢の変化に合わせた見直しがされているものの、効率的かつ安定的な
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農業経営の実現に向けて新たな担い手の育成・確保を図る等、地域農業振興の方向性に

大きな変化はないことから、本地区の農業振興の方向性を取りまとめた営農計画につい

ても見直しの必要性は生じていない。 

  

２．費用対効果分析 

  単価・単収の時点修正等により費用対効果分析を行った結果は、以下のとおりである。 

 

  ・総便益額(Ｂ) 115,735 百万円 (現行計画 65,809百万円) 

  ・総費用 (Ｃ) 40,625 百万円 (現行計画 22,944百万円) 

  ・総費用総便益比(Ｂ／Ｃ) 2.84 (現行計画 2.86) 

注)総便益、総費用には関連事業を含む 

【環境との調和への配慮】 

  本地区の南部に近接する渡良瀬遊水地はラムサール条約湿地に登録されており、コウ

ノトリを代表する多様な生態系を含む自然豊かな環境が広がっている。また、関係市で

あり受益の大部分が含まれる小山市や栃木市ではオーガニックビレッジ宣言がなされて

おり、有機農業の推進や有機農産物等の生産拡大や学校給食への導入など、環境に配慮

した取り組みが活発に行われている。 

① 生物の生息・生育環境の保全：環境配慮ゾーンによるコウノトリの採餌場の創出 

現況水路の改修による水路内の魚類や水生植物の生息環境やそれを採餌するコウ

ノトリ等の生物への影響を低減するために、ワンドや環境配慮ゾーンを整備し、生物

が生息する環境の確保、保全に努めている。特に、環境配慮ゾーンではコウノトリの

採餌が可能になるように、かんがい期、非かんがい期を通じて浅い水深となる範囲を

確保しており、コウノトリの採餌も確認されている。 

② 生物の移動経路の確保：魚道による水系ネットワークの連続性の確保 

幹線排水路と支線排水路の合流部における段差・落差工による遡上対策や連続性

を確保するために、魚道を整備することで、対象となる排水路内だけでなく、幹線排

水路と支線排水路といった各水系のネットワークへの配慮に努めている。 

③ 景観に配慮した排水機場の整備：思川桜をイメージした桜色と外装の木質化 

新設する荒川排水機場及び与良川統合排水機場では、小山市景観計画を踏まえ、近

年建設された公共施設と外観の整合を図り、思川桜をイメージさせる桜色を外観に

取り入れた。また、森林保全等の観点から外装を木質化し、景観に配慮した排水機場

の外観とした。 

 

【事業コスト縮減等の可能性】 

本地区では以下のとおり工事費縮減に取り組んでいる。なお、本取り組みについては、

今後実施予定の工事においても、検討を行った上でコスト縮減に努めることとする。 

①工事用仮設道路の路体(山砂)を流用 

排水路の改修工事に当たっては、工事用仮設道路の路体に山砂を使用しており、工事

完成後、残土処分ではなく、地元土地改良区と調整し、土地改良区が所有する敷地に、

使用済みの山砂を仮置きすることで、翌年度以降の工事に再利用し、コスト縮減を図

った。 

 

【関係団体の意向】 

 栃木県、栃木市、小山市、下都賀郡野木町、思川西部土地改良区、小山市美田東部土地改良区、

小山市美田中部土地改良区、小山市美田北部土地改良区、栃木市土地改良区及び栃木市東部土地

改良区の意向は次のとおりである。 

 国営栃木南部土地改良事業は、栃木市、小山市及び下都賀郡野木町にまたがる広大な農業地帯

において、近年、激甚化する集中豪雨を踏まえ、湛水被害の軽減や維持管理の費用と労力の軽減

を図り、農業生産性の維持向上及び農業経営の安定に資する極めて重要な事業である。 

地域農業の取組みとして、田んぼダムによる流域治水対策や多面的機能支払交付金による維持
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管理活動への支援のほか、将来の農地の集約化に備え、ほ場の区画拡大に取り組んでいる。 

 これらの効果を地域全体で発揮させるためには、関連事業との一体的な整備が不可欠である。

引き続き事業費の縮減や維持管理費の負担軽減に取り組み、事業効果の早期発現を図りつつ事業

完了にむけ着実な事業執行をお願いする。 

【評価項目のまとめ】 

本地域では、関係市町の農業従事者数は減少傾向にあり、農業経営体数は減少しているものの、

法人化が進んでいる。特に 5.0ha 以上の大規模経営体の増加率が県内と比較して大きく、経営規

模の拡大が進んでいる。 

 事業の進捗状況については、現時点までに荒川排水機場、与良川統合排水機場が供用を開始し

ており、排水路についても整備が進められているほか、関連事業についても、既に着手しており、

整備が進められている。 

また、関係団体からは、湛水被害の軽減や農業経営の安定に資する極めて重要な事業との意見

がある。 

 今後は、引き続き環境との調和に配慮しながら事業コスト縮減に努め、事業完了に向けて計画

的な事業の推進に努めていく必要がある。 

 現時点において、受益面積及び主要工事計画に事業計画の見直しが必要な変動は認められな

い。一方、事業費については、コスト縮減を図ったものの排水路の軟弱地盤における残土処分の

工法変更等により増加しており、さらに今後、幹線排水路における横断工の工法見直し等に伴う

事業費増が見込まれることから、事業費の精査を進めながら事業を推進していく必要がある。 

【技術検討委員会の意見】 

本事業は、排水系統の再編を行うとともに、排水機場の改修、統廃合や幹線排水路の改修を行

い、併せて関連事業において、支線排水路の改修を行うことにより、排水機能の強化による湛水

被害の軽減や維持管理の費用と労力の軽減を図り、農業生産性の維持向上及び農業経営の安定に

資するものである。 

既に排水機場の改修、統廃合や幹線排水路の改修が行われた地域では、施設の機能が維持され

るとともに排水機能が強化されており、事業効果が発現しつつある。加えて、地区外への洪水排

水を緩和できるように、田んぼダムによる流域治水対策を行い、また、ほ場の区画拡大に取り組

み農業経営の規模拡大を推進するなど、今後の関連事業を含めた一体的な事業進捗が期待され

る。 

更に、環境配慮ゾーンによるコウノトリの採餌場の創出、既設支線排水路と改修した幹線排水

路の段差への魚道の整備など、水系ネットワークにかかる生態系への配慮が行われていることも

評価できる。 

引き続き、増加が見込まれる事業費の精査、事業費の縮減、維持管理費の負担軽減に取り組み、

着実に事業を推進されたい。 

【事業の実施方針】 

コスト縮減に努め、環境との調和に配慮しつつ事業効果の早期発現を図る。

なお、増加が見込まれる事業費については精査を行った上で、事業計画の変更の必要性が認め

られる場合には、必要な手続きを行うこととする。 

＜評価に使用した資料＞ 

・国営栃木南部土地改良事業計画書

・総務省統計局｢平成22年国勢調査｣、｢平成27年国勢調査｣、｢令和２年国勢調査｣

（https://www.stat.go.jp/data/kokusei/2020/index.html） 

・農林水産省大臣官房統計部｢2010年世界農林業センサス｣、｢2015年農林業センサス｣、｢2020年農林業センサス｣

（https://www.maff.go.jp/j/tokei/census/afc/） 
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・農林水産省大臣官房統計部（令和２年～令和６年）「作物統計」

（https://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/sakumotu/index.html） 

・農林水産省大臣官房統計部「生産農業所得統計」

（https://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/nougyou_sansyutu/） 

・農林水産省大臣官房統計部「市町村別農業産出額（推計）」

（https://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/sityoson_sansyutu/index.html） 

・農林水産省大臣官房統計部「農業物価統計」

（https://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/noubukka/） 

・農林水産省大臣官房統計部「集落営農実態調査」

（https://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/einou/） 

・経済産業省大臣官房調査統計グループ「工業統計」

（https://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kougyo/） 

・総務省統計局「経済センサス」（https://www.stat.go.jp/data/e-census/index.html）

・市別の認定農業者数等に係る一般に公表されていない諸元については、市町への聞き取りによる調査

・農林水産省農村振興局整備部(監修)【改訂版】｢[改訂版]新たな土地改良の効果算定マニュアル｣大成出版社（平成27年９月５日 第

２版第１刷）

・土地改良の費用対効果分析に関する基本指針の制定について（平成19年３月28日付け18農振第1596号農村振興局長通知（最終改正

：令和８年３月31日））

・土地改良事業の費用対効果分析マニュアルの制定について（平成19年３月28日付け18農振第1597号農林水産省農村振興局整備部長

通知（最終改正：令和８年３月31日））

・「国産農産物安定供給効果」について(平成27年３月27日付け26農振第2072号農林水産省農村振興局整備部長通知(令和５年４月３

日一部改正))

・土地改良事業の費用対効果分析における参考資料等について（令和５年９月13日付け農林水産省農村振興局整備部関係課関係班連

名事務連絡）

・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について（平成19年３月28日付け農林水産省農村振興局企画部長通知（令和８年３

月31日一部改正））

・土地改良事業の費用対効果分析における参考資料等について（令和５年９月13日付け農林水産省農村振興局整備部関係課関係班連

名事務連絡）

・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数等について（令和８年３月31日付け農林水産省農村振興局整備部土地改良企画課課

長補佐（事業効果班）事務連絡）

・当該事業費及び関連事業費等に係る一般に公表されていない諸元については、関東農政局栃木南部農業水利事業所調べ(令和６年)

・国土交通省水管理・国土保全局（令和７年７月）治水経済調査マニュアル（案）

・国土交通省水管理・国土保全局河川計画課（令和７年６月）「治水経済調査マニュアル（案）各種資産評価単価及びデフレーター」 

・効果算定に必要な各種諸元については、関東農政局栃木南部農業水利事業所調べ
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本地区は、北海道上川郡愛別町に位置し、一級河川石狩川水系石狩川及びその支流沿
いの1,253haの水田地帯であり、水稲を主体に大豆、小麦、野菜類等を組み合わせた農
業経営が行われている。 

本地区の農地は、小区画であり、土壌条件により排水不良などが生じ、効率的な農作
業を行うための妨げとなっていること等から、今後、耕作放棄地が増加するおそれがあ
る。 

このため、本事業では、区画整理を行い、耕作放棄地を含めた農地の土地利用を計画
的に再編し、さらに、担い手への農地の利用集積を進めることにより、緊急的に生産性
の向上と耕作放棄地の解消・発生防止による優良農地の確保を図り、農業の振興と地域
の活性化に資することを目的としている。 

 
【事業内容等】 

受  益 面 積 1,253ha  
主要工事計画 区 画 整 理 1,253ha（田 1,219ha、畑 34ha）  
国営総事業費 38,230百万円 (事業計画時点 24,500百万円)  
工        期 平成28年度～令和12年度予定 
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【事業の進捗状況】 
令和７年度までの進捗率（事業費ベース）は約75％である。 

【関連事業の進捗状況】 
該当なし 

【農業情勢、農村の状況その他の社会経済情勢の変化】 
愛別町の平成22年と令和２年を比較した農業等の情勢の変化については、以下のとお

りである。 

１ 産業別就業人口の割合 
愛別町の全就業人口は、平成22年の1,585人から令和２年の1,273人に減少(△20％)

している中で、農業の就業人口は、平成22年の486人から令和２年の368人に減少
(△24％)している。 
農業の就業人口割合も31％から29％に減少している｡ 

 

２ 農業・農村の動向 
（１）地域農業の概要 

愛別町の農業は、水稲を中心として、そば、小麦、豆類の土地利用型作物に加え
て、収益性の高い野菜類を導入した複合経営を展開している。水稲は、主食用のう
るち米、もち米のほか、飼料用米や稲発酵粗飼料用稲が作付けされており、飼料用
米の作付面積が平成22年の13haから令和２年の109haに増加（739％）している。 

愛別町の農業産出額は､平成22年の2,046百万円から令和２年の2,412百万円に増
加(18％)しており、水稲（うるち米、もち米）の産出額が増加（53％）している。 
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（２）認定農業者数・農業法人数 
愛別町の認定農業者数は､平成22年の74人から令和２年の65人に減少(△12％)し

ている｡ 
農業法人数は､平成22年の25法人から令和２年の21法人に減少（△16％）してい

る。 
 
（３）経営耕地面積 

愛別町の経営耕地面積は、平成22年の1,840haから令和２年の1,830haに減少(△
1％)している。１経営体当たり平均経営耕地面積は、平成22年の8.3haから令和２
年の17.9haに増加（116％）している。また、経営耕地面積20ha以上の経営体の割
合は、平成22年の９％から令和２年の21％と12ポイント増加している｡ 

【事業計画の重要な部分の変更の必要性の有無】 
現時点において、下記のとおり、事業計画の重要な部分の変更はない。 

 
１ 事業の施行に係る地域 

現時点で、事業の施行に係る地域の変更はない。 

 

２ 主要工事計画 
現時点において主要工事計画に変更はない。 

 
３ 事業費 

現時点における国営総事業費は38,230百万円であり、現計画の24,500百万円に対し
て、物価、労賃の変動を除いて、工法変更の要因により1,700百万円（７％）の増と
なっている。 

【費用対効果分析の基礎となる要因の変化】 
本事業においては、作物生産量や営農経費の増減等を主な効果として見込んでいる｡ 
費用対効果分析の基礎となる営農振興方針、受益面積及び土地利用に大きな変動はな

く、計画全体の経済性を損なう要因の変化はない｡ 
なお、上記を基に費用対効果分析を行った結果は以下のとおりである。 

 
総  便  益    (Ｂ)   57,089百万円（現行計画 25,074百万円） 
総  費  用    (Ｃ)   47,005百万円（現行計画 19,403百万円） 
総費用総便益比(Ｂ／Ｃ) 1.21      （現行計画 1.29） 
 

【環境との調和への配慮】 
本事業の施工に際しては、濁水流出防止に努めることにより、魚類等の生息環境に配

慮している。また、既設承水路を利用することで保全し、水生生物の生息・産卵環境に
配慮している。そのほか、区画整理（用水路）の整備では、附帯施設の色彩について、
周辺景観との調和に配慮している。 

【事業コスト縮減等の可能性】 
除礫工の施工機種を見直すことによりコスト縮減を行っている。 



愛別地区

 

 

 

【関係団体の意向】 

北海道、愛別町及び大雪土地改良区は、事業効果発現のため、完了に向けて事業の着実な

推進を要望している。また、更なるコスト縮減を要望している。 

 

【評価項目のまとめ】 

本地域は、担い手への農地集積等によって、１経営体当たり平均経営耕地面積は増加して

おり、経営耕地面積20ha以上の農家の割合が増えている。また、水稲を中心に農業産出額が

増加している。 

事業の推進に当たっては、コスト縮減や環境との調和に配慮している。事業の進捗率は、

令和７年度までに約75％となっており、事業によって耕作放棄地の発生が防止されるととも

に、農業用水の安定供給が図られている。本事業で整備された農地において、機械作業の効

率化が進み、農作業時間が減少し、営農経費が節減された。また、ほ場の汎用化により田畑

輪換が可能となり、農業経営の安定化に繋がっている。その他、農産物加工販売の継続や新

たな農泊の経営、Ｕターンによる新規就農や後継者の就農など担い手の確保の取り組みもみ

られる。 

現時点において、事業計画を変更する必要は生じておらず、計画全体の経済性を損なう要

因の変化はない。また、関係団体からは、事業効果発現のため、完了に向けて事業の円滑な

推進とコスト縮減が要望されている。 

以上のとおり、事業効果の発現状況や関係団体の意向から、事業の必要性については変わ

っていない。 

 

【技術検討会の意見】 

本事業は、耕作放棄地を含めた農地の土地利用を計画的に再編し、担い手への農地利用集積を

進めることにより、農業の振興と地域の活性化を図ることを目的としている。そのためには、区

画整理によるほ場の大区画化や用排水路等を一体的に整備する必要がある。 

本地区では、事業実施によって耕作放棄地の解消及び発生が抑制されている。また、整備され

たほ場では、機械作業時間が縮減し、担い手への利用集積により農地が維持されている。また、

スマート農業の導入により多様な人材が参画できる営農環境が整備されるなど、地域農業の意欲

的な展開や農業経営の安定化に寄与している。 

今後とも、環境との調和及びコスト節減に配慮しつつ、予定工期内の完了に向けた事業の継続

実施が望まれる。 

 

【事業の実施方針】 

事業効果の早期発現に向け、環境との調和に配慮し、コスト縮減に努めつつ、計画的に事業を

推進する。 

 

 

＜評価に使用した資料＞ 
・総務省統計局「国勢調査」（平成22年、令和２年） 

・農林水産省大臣官房統計部「2010年世界農林業センサス」「2020年農林業センサス」 

・農林水産省統計情報（https://www.maff.go.jp/j/tokei/） 

・北海道農政部/各種統計（https://www.pref.hokkaido.lg.jp/ns/ski/tokeidata.html） 

・農林水産省農村振興局整備部（監修）［改訂版］「新たな土地改良の効果算定マニュアル」大成出版（平成27年９月５日第

２版第１刷） 

・「土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について」（平成19年３月28日付け18農振第1598号農林水産省農村振興局

企画部長通知（令和８年３月31日一部改正）） 

・北海道開発局「国営愛別土地改良事業計画書」 

・評価結果書に使用したデータのうち、一般に公表されていないものについては、北海道開発局旭川開発建設部旭川農業事務

所調べ（令和７年度） 
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(北海道開発局) 
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本地区は、北海道上川郡東川町に位置し、一級河川石狩川水系忠別川及び倉沼川とそ
の支流沿いの1,157haの水田地帯であり、水稲を主体に大豆、野菜類等を組み合わせた
農業経営が行われている。 

本地区の農地は、小区画であり、土壌条件により排水不良などが生じ、効率的な農作
業を行うための妨げとなっていること等から、今後、耕作放棄地が増加するおそれがあ
る。 

このため、本事業では、区画整理を行い、耕作放棄地を含めた農地の土地利用を計画
的に再編し、さらに、担い手への農地の利用集積を進めることにより、緊急的に生産性
の向上と耕作放棄地の解消・発生防止による優良農地の確保を図り、農業の振興と地域
の活性化に資することを目的としている。 

 
【事業内容等】 

受  益 面 積 1,157ha 
主要工事計画 区 画 整 理 1,157ha（水田 1,126ha、畑 31ha）  
国営総事業費 34,030百万円 (事業計画時点 23,000百万円)  
工        期 平成28年度～令和12年度予定 
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【事業の進捗状況】 
令和７年度までの進捗率（事業費ベース）は69％である。 

【関連事業の進捗状況】 
該当なし 

【農業情勢、農村の状況その他の社会経済情勢の変化】 
東川町の平成22年と令和２年を比較した農業等の情勢の変化については、以下のとお

りである。 

１ 産業別就業人口の割合 
東川町の全就業人口は、平成22年の3,775人から令和２年の4,151人に増加(10％)し

ている中で、農業の就業人口は、平成22年の791人から令和２年の597人に減少
(△25％)している。 
農業の就業人口割合も21％から14％に減少している｡ 

 

２ 農業・農村の動向 
（１）地域農業の概要 

東川町の農業は、水稲を中心として、大豆、そばの土地利用型作物に加えて、収
益性の高い野菜類を導入した複合経営を展開しており、そばの作付面積が平成22年
の76haから令和２年の154haに増加（103％）し、野菜類ではブロッコリーが平成22
年の42haから令和２年の79haに増加（88％）している。 

東川町の農業産出額は､水稲や野菜類等の耕種農業を中心に、平成22年の2,711百
万円から令和２年の3,576百万円に増加(32％)している。 
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（２）認定農業者数・農業法人数 
東川町の認定農業者数は､平成22年の188人から令和２年の150人に減少(△20％)

している｡ 
農業法人数は､平成22年の13法人から令和２年の18法人に増加（38％）してい

る。 
 
（３）経営耕地面積 

東川町の経営耕地面積は、平成22年の3,590haから令和２年の3,550haに減少（△
１％）している。１経営体当たり平均経営耕地面積は、平成22年の11.0haから令和
２年の18.5haに増加（68％）している。また、経営耕地面積20ha以上の経営体の割
合は、平成22年の13％から令和２年の33％と20ポイント増加している｡ 

【事業計画の重要な部分の変更の必要性の有無】 
現時点において、下記のとおり、事業計画の重要な部分の変更はない。 

 
１ 事業の施行に係る地域 

現時点で、事業の施行に係る地域の変更はない。 

 

２ 主要工事計画 
現時点において主要工事計画に変更はない。 

 
３ 事業費 

現時点における国営総事業費は34,030百万円であり、現計画の23,000百万円に対し
て、物価、労賃の変動を除き、増となる要因はない。 

【費用対効果分析の基礎となる要因の変化】 
本事業においては、作物生産量や営農経費の増減等を主な効果として見込んでいる｡ 
費用対効果分析の基礎となる営農振興方針、受益面積及び土地利用に大きな変動はな

く、計画全体の経済性を損なう要因の変化はない｡ 
なお、上記を基に費用対効果分析を行った結果は以下のとおりである。 

 
総  便  益    (Ｂ)   65,398百万円（現行計画 30,122百万円） 
総  費  用    (Ｃ)   51,831百万円（現行計画 22,870百万円） 
総費用総便益比(Ｂ／Ｃ) 1.26      （現行計画 1.31） 
 

【環境との調和への配慮】 
本事業の施工に際しては、濁水流出防止に努めることにより、魚類等の生息環境に配

慮している。また、既設承水路を利用することで保全し、水生生物の生息・産卵環境に
配慮している。 

【事業コスト縮減等の可能性】 
除礫工の施工機種を見直すことによりコスト縮減を行っている。 



大雪東川第一地区

【関係団体の意向】 

北海道、東川町及び東和土地改良区は、事業効果発現のため、完了に向けて事業の着実な

推進を要望している。 

【評価項目のまとめ】 

本地域は、担い手への農地集積等によって、１経営体当たり平均経営耕地面積は増加して

おり、経営耕地面積20ha以上の農家の割合が増えている。また、水稲や野菜類の農業産出額

が増加している。 

事業の推進に当たっては、コスト縮減や環境との調和に配慮している。事業の進捗率は、

令和７年度までに約69％となっており、事業によって耕作放棄地の発生が防止されるととも

に、農業用水の安定供給が図られている。また、本事業で整備された農地において、機械作

業の効率化が進み、農作業時間が減少したことで、営農経費が節減された他、収益性が高い

ブロッコリーの作付面積が、収穫機械の導入とともに拡大した。併せてトマトをはじめとす

る多品目野菜を地域のブランドとして展開するなど、農業経営の安定化に繋がっている。そ

の他、ブランド化した米の輸出拡大、Ｕターンによる新規就農や後継者の就農など担い手の

確保の取り組みもみられる。 

現時点において、事業計画を変更する必要は生じておらず、計画全体の経済性を損なう要

因の変化はない。また、関係団体からは、事業効果発現のため、完了に向けて事業の円滑な

推進が要望されている。 

以上のとおり、事業効果の発現状況や関係団体の意向から、事業の必要性については変わ

っていない。 

【技術検討会の意見】 

本事業は、耕作放棄地を含めた農地の土地利用を計画的に再編し、担い手への農地利用集積を

進めることにより、農業の振興と地域の活性化を図ることを目的としている。そのためには、区

画整理によるほ場の大区画化や用排水路等を一体的に整備する必要がある。 

本地区では、事業実施によって耕作放棄地の解消及び発生が抑制されている。また、整備され

たほ場では、機械作業時間が縮減し、経営規模の拡大に向けた農地の利用集積が行われている。

また、収穫物の調製・流通機能の高度化は、品質向上とブランド化を促しているほか、収益性の

高い野菜の作付け面積の拡大や収穫作業の機械化が進むなど、農業経営の安定化に寄与してい

る。 

今後とも、環境との調和及びコスト節減に配慮しつつ、予定工期内の完了に向けた事業の継続

実施が望まれる。 

【事業の実施方針】 

事業効果の早期発現に向け、環境との調和に配慮し、コスト縮減に努めつつ、計画的に事業を

推進する。 

＜評価に使用した資料＞ 
・総務省統計局「国勢調査」（平成22年、令和２年）

・農林水産省大臣官房統計部「2010年世界農林業センサス」「2020年農林業センサス」

・農林水産省統計情報（https://www.maff.go.jp/j/tokei/）

・北海道農政部/各種統計（https://www.pref.hokkaido.lg.jp/ns/ski/tokeidata.html）

・農林水産省農村振興局整備部（監修）［改訂版］「新たな土地改良の効果算定マニュアル」大成出版（平成27年９月５日第

２版第１刷）

・「土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について」（平成19年３月28日付け18農振第1598号農林水産省農村振興局

企画部長通知（令和８年３月31日一部改正））

・北海道開発局「国営大雪東川第一土地改良事業計画書」

・評価結果書に使用したデータのうち、一般に公表されていないものについては、北海道開発局旭川開発建設部旭川農業事務

所調べ（令和７年度）
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(北海道開発局)  

 

 

事 業 名 国営緊急農地再編整備事業 地 区 名 雄武丘陵
おうむきゅうりょう

 

都道府県名 北海道 関係市町村名 紋別郡
もんべつぐん

雄武町
おうむちょう

 

事 

 

 

 

業 

 

 

 

概 

 

 

 

要 

本地区は、北海道紋別郡雄武町に位置し、オホーツク海沿岸の3,663haの農業地帯で
あり、牧草を栽培し、乳用牛を飼育して生乳を生産する酪農経営が行われている。 

本地区の農地は、大型機械による作業を行うには区画が小さく、土壌条件により排水
不良などが生じ、効率的な農作業を行うための妨げとなっていること等から、今後、耕
作放棄地が増加するおそれがある。 

このため、本事業では、区画整理を行い、耕作放棄地を含めた農地の土地利用を計画
的に再編し、さらに、担い手への農地の利用集積を進めることにより、緊急的に生産性
の向上と耕作放棄地の解消・発生防止による優良農地の確保を図り、農業の振興と地域
の活性化に資することを目的としている。 

 
受  益 面 積 3,663ha  
主要工事計画 区 画 整 理 3,663ha （畑 3,663ha） 
国営総事業費 17,230百万円 (事業計画時点 12,000百万円) 
工 期 平成28年度～令和12年度予定 

 

 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

 

 

 

 

項 

 

 

 

 

 

 

目 

 

 

 

 

【事業の進捗状況】 
令和７年度までの進捗率（事業費ベース）は約64％である。 

【関連事業の進捗状況】 
該当なし 

【農業情勢、農村の状況その他の社会経済情勢の変化】 

雄武町の平成22年と令和２年を比較した農業等の情勢の変化については、以下のとお

りである。 

１ 産業別就業人口の割合 

雄武町の全就業人口は､平成22年の2,731人から令和２年の2,448人に減少(△10％)

している中で、農業の就業人口は､平成22年の301人から令和２年の285人に減少  

(△５％)している。 

農業の就業人口割合は11％から12％と同程度である｡ 

 

２ 農業・農村の動向 

（１）地域農業の概要 

雄武町の農業は､牧草の作付けを主体とした大規模な酪農経営を展開している。 

乳用牛飼養経営体数は平成22年73経営体から令和２年の51経営体に減少（△30％） 

しているが、１経営体当たりの飼養頭数は112頭から166頭に増加（48％）し、町全体

での乳用牛飼養頭数は8,175頭から8,459頭に増加（４％）している。１経営体当たり

の生乳生産量も平成22年の509ｔから令和２年の878ｔに増加（72％）している。 

牧草の作付けは、平成22年の8,138haから令和２年の7,798haに減少（△４％）し 

ているが、青刈りとうもろこしの作付けは、98haから264haに増加（169％）してい

る。雄武町の農業産出額は､平成22年の3,659百万円から令和２年の5,843百万円に増

加(60％)している。 

このうち、生乳の産出額は、平成22年の3,033百万円から令和２年の4,758百万円 

に増加(57％)しており、農業産出額に占める割合は、平成22年の83％から令和２年

の81％と同程度である｡ 



雄武丘陵地区  
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（２）認定農業者数・農業法人数 

雄武町の認定農業者数は､平成22年の52人から令和２年の58人に増加(12％) して

いる｡ 

農業法人数は､平成22年の３法人から令和２年の12法人に増加（300％）してい

る。 

 

（３）経営耕地面積 

雄武町の経営耕地面積は､平成22年、令和２年とも10,000haで変動していない｡１

経営体当たり平均経営耕地面積は､平成22年の108.7haから令和２年の172.4haに増

加(59％)している｡また､経営耕地面積100ha以上の経営体の割合は､平成22年の29％

から令和２年の55％と26ポイント増加している｡ 

 

【事業計画の重要な部分の変更の必要性の有無】 
現時点において、下記のとおり、事業計画の重要な部分の変更はない。 

 
１ 事業の施行に係る地域 

現時点で、事業の施行に係る地域の変更はない。 

 

２ 主要工事計画 
現時点において主要工事計画に変更はない。 

 
３ 事業費 

現時点における国営総事業費は17,230百万円であり、現計画の12,000百万円に対し
て、物価、労賃の変動を除き、増となる要因はない。 

【費用対効果分析の基礎となる要因の変化】 
本事業においては、作物生産量や営農経費の増減等を主な効果として見込んでいる｡ 
費用対効果分析の基礎となる営農振興方針、受益面積及び土地利用に大きな変動はな

く、計画全体の経済性を損なうような要因の変化はない｡ 
なお、上記を基に費用対効果分析を行った結果は以下のとおりである。 

 
総  便  益    (Ｂ) 28,422百万円（現行計画 10,864百万円） 
総  費  用    (Ｃ) 19,947百万円（現行計画  8,958百万円） 
総費用総便益比(Ｂ／Ｃ) 1.42    （現行計画 1.21） 
 

【環境との調和への配慮】 
本事業の施工に際しては、濁水流出防止に努めることにより、魚類等の生息環境に配

慮している。 
 

【事業コスト縮減等の可能性】 
除礫工の施工機種を見直すことによりコスト縮減を行っている。 



雄武丘陵地区 

 

 

 

【関係団体の意向】 

 北海道及び雄武町は事業効果発現のため、完了に向けて事業の円滑な推進を要望してい

る。 

【評価項目のまとめ】 

本地域は、担い手への農地集積等によって、１経営体当たりの平均経営耕地面積や飼養頭 

数、生乳生産量は増加しており、経営耕地面積100ha以上の農家の割合は増えて、生乳を中心

に農業産出額が増加している。 

事業の推進に当たっては、コスト縮減や環境との調和に配慮をしている。事業の進捗率

は、令和７年度までに約64％となっており、事業によって耕作放棄地の発生が防止されてい

る。排水改良により牧草の単収が増加し、また、デントコーンの安定確保が可能となり輸入

飼料への依存が低減されている。さらに、ほ場の大区画化により、農業支援サービス事業体

（コントラクター）の活用面積が拡大し、大型機械の導入による効率的な農作業が可能とな

り酪農経営の安定化に繋がっている。 

現時点において、事業計画を変更する必要は生じておらず、計画全体の経済性を損なう要

因の変化はない。また、関係団体からは、事業効果発現のため、完了に向けて事業の円滑な

推進が要望されている。 

以上のとおり、事業効果の発現状況や関係団体の意向から、事業の必要性については変わ

っていない。 

【技術検討会の意見】 

本事業は、耕作放棄地を含めた農地の土地利用を計画的に再編し、担い手への農地利用集

積を進めることにより、農業の振興と地域の活性化を図ることを目的としている。そのため

には、区画整理によるほ場の大区画化、排水改良等の整備を行う必要がある。 

本地区では、事業実施によって耕作放棄地の解消及び発生が抑制されている。整備された

ほ場では、大型機械作業による効率的かつ適期の作業が可能となり、デントコーンを含めた

良質な粗飼料の自給と増産が進むなど事業の効果が発現しつつある。 

また、農業支援サービス事業体の活用拡大や農作業時間の縮減などにより、酪農経営の安

定化に寄与している。 

今後とも、環境との調和やコスト節減に配慮しつつ、予定工期内の完了に向けた事業の継

続実施が望まれる。 

 

【事業の実施方針】 

事業効果の早期発現に向け、環境との調和に配慮し、コスト縮減に努めつつ、計画的に事

業を推進する。 

 

＜評価に使用した資料＞ 
・総務省統計局「国勢調査」（平成22年、令和２年） 

・農林水産省大臣官房統計部「2010年農林業センサス」「2020年農林業センサス」 

・農林水産省統計情報（https://www.maff.go.jp/j/tokei/） 

・北海道農政部/各種統計（https://www.pref.hokkaido.lg.jp/ns/ski/tokeidata.html） 

・農林水産省農村振興局整備部（監修）［改訂版］「新たな土地改良の効果算定マニュアル」大成出版（平成27年９月５日第

２版第１刷） 

・「土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について」（平成19年３月28日付け18農振第1598号農林水産省農村振興局

企画部長通知（令和８年３月３１日一部改正）） 

・北海道開発局「国営雄武丘陵土地改良事業計画書」 

・評価結果書に使用したデータのうち、一般に公表されていないものについては、北海道開発局 網走開発建設部 北見農業

事務所調べ（令和７年度） 
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（関東農政局） 

事 業 名 国営緊急農地再編整備事業 地 区 名 茨城
いばらき

中部
ちゅうぶ

 

都 道 府 県 名 茨城県 関係市町村名 水戸市
み と し

、東茨城郡
ひがしいばらきぐん

茨城町
いばらきまち

 

事 

業 

概 

要 

本地区は、茨城県中部の水戸市及び東茨城郡茨城町に位置し、一級河川那珂川水系那珂川

及び涸沼川沿いに広がる水田地帯であり、水稲、小麦、大豆、かんしょ等を組み合わせた農

業経営が行われている。 

本地区の農地は小区画で用排水路が未整備であることに加えて農道が狭いため、大型機械

の導入による効率的な農作業の妨げとなっていること等から、今後、耕作放棄地が増加する

おそれがある。 

このため、本事業では、区画整理を行い、耕作放棄地を含めた農地の土地利用を計画的に

再編し、担い手への農地の利用集積を進めることにより、緊急的に生産性の向上と耕作放棄

地の解消・発生防止による優良農地の確保を図り、農業の振興を基幹とした総合的な地域の

活性化に資することを目的としている。 

 

【事業内容等】 

受 益 面 積 652ha 

主要工事計画 区画整理 652ha（水田 644ha、畑 8ha） 

国営総事業費 25,200 百万円（事業計画時点 25,200 百万円） 

工 期 平成 28 年度～令和 15 年度予定 

  

評 

価 

項 

目 

【事業の進捗状況】 

 令和７年度までの事業の進捗率は、事業費ベースで 67.2％である。 

主要工事計画の区画整理は、令和７年度までに 397ha（60.9％）が整備されており、一部で

は効果が発現している。 

【関連事業の進捗状況】 

本地区の関連事業は、農業水利施設の新設・更新を行う国営かんがい排水事業那珂川沿岸

地区、県営水利施設等保全高度化事業及び団体営水利施設等保全高度化事業が位置付けられ、

現在実施中であり、今後も事業の推進を図ることとしている。 

 

 



（茨城中部地区）  

評 
 

価 
 

項 
 

目 

【農業情勢、農村の状況その他の社会経済情勢の変化】 

１ 総人口の推移 

関係市町の総人口は、平成 22 年の 303,263 人から令和２年の 302,086 人へと 1,177 人

（0.4％）減少しているが、茨城県の減少率（3.5％）よりも小さい。 

 

２ 産業別就業人口 

関係市町の産業別就業者人口（農業）は、平成 22 年の 6,123 人から令和２年には 5,092

人へと 1,031 人（16.8％）減少しており、茨城県の減少率（16.7％）とほぼ同じである。 

関係市町の全就業人口に占める産業別就業人口の構成割合は、第３次産業（75.3％）

が最も大きく、平成 22 年から令和２年までの 10 年間で 3.3％増加し、第２次産業（18.7

％）は 0.6％増加した。なお、第１次産業（3.7％）の就業者の 97％が農業就業者である。 

 

３ 経営耕地面積の推移 

   関係市町の経営耕地面積は、平成22年の8,453haから令和２年の7,113haへと1,340ha

（15.9％）減少しており、茨城県は 18,387ha（14.8％）減少している。 

 

４ 農業経営体数及び経営規模別経営体数の推移 

関係市町の農業経営体数は、平成 22 年の 5,309 経営体から令和２年には 3,544 経営体

へと 1,765 経営体（33.2％）減少している。 

個人経営体数は、平成 22 年の 5,261 経営体から令和２年には 3,474 経営体へと 1,787

経営体（34.0％）減少している。 

団体経営体（法人）数は、平成 22 年の 30 経営体から令和２年の 51 経営体へと 21 経

営体（70.0％）増加している一方で、団体経営体（非法人）数は、平成 22 年の 18 経営

体から令和２年の 19 経営体（5.6％）とほぼ横ばいである。 

また、10ha 以上の経営耕地面積を持つ経営体数は平成 22 年の 58 経営体から令和２年

の 109 経営体へと 51 経営体（87.9％）増加しており、地域農業を担う経営体の規模拡大

が進んでいる。 

 

５ 認定農業者数の推移 

関係市町の認定農業者数は、平成 28 年の 439 経営体から令和６年の 504 経営体へと 65

経営体（14.8％）増加しており、茨城県が減少傾向（8.4％減）にある中で、関係市町の

認定農業者数は増加傾向にある。 

 

 

６ 農業産出額の推移 

関係市町の農業産出額は、平成 28 年の 319 億円から令和５年の 294 億円へと 25 億円

（7.8％）減少しており、茨城県の減少率（7.5％）とほぼ同程度である。 

類別の農業産出額は、令和５年では、野菜、米、鶏の順で大きく、うち米は 53 億円で

ある。 
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評 
 

価 
 

項 
 

目 

【事業計画の重要な部分の変更の必要性の有無】 

現時点において、以下のとおり、事業計画の重要な部分の変更はない。 

                              

１ 事業の施行に係る地域（受益面積及び事業目的別面積）  

  現時点で、事業の施行に係る地域の変更はない。 

 

２ 主要工事計画 

   現時点で、主要工事計画に係る重要な部分の変更はない。 

 

３ 事業費 

   令和８年度における国営総事業費は 25,200 百万円である。なお、物価や労賃の変動を

見込んだ総事業費改定を令和９年度に行う考えである。 

 

【費用対効果分析の基礎となる要因の変化】 

１ 地域農業振興の方向性 

  費用対効果分析の算定基礎となる県及び関係市町の地域農業振興の基本方針に大きな

変更はなく、本地区の営農計画はこれらの基本方針に則り策定されおり、大きな影響は

ない。 

 

２ 費用対効果分析 

  直近の統計資料に基づく作物単価・単収の更新、評価基準年の更新（現在価値化）等

を反映し、費用対効果分析を行った結果は、以下のとおりである。 

  なお、現時点における物価や労賃の変動を見込んで費用対効果分析を行ったとしても、

総費用総便益比（Ｂ／Ｃ）は 1.0 を超える見込みである。 

 

  総便益（Ｂ） 45,711 百万円（現行計画 35,914 百万円） 

  総費用（Ｃ） 40,264 百万円（現行計画 33,628 百万円） 

  総費用総便益比（Ｂ／Ｃ） 1.13（現行計画 1.06） 

   注）総便益、総費用には関連事業を含む 

 

【環境との調和への配慮】 

事業の実施に当たっては、関係市町が策定している田園環境整備マスタープランとの整合

を図り、生態系等に配慮することとしており、具体的には、両生類の移動経路や魚類の生息

環境に配慮するため、支線排水路等の整備に当たって、蓋掛け（管暗渠）、瀬淵工などを設

置している。 

 

【事業コスト縮減等の可能性】 

 工事における主な事業コストの縮減は以下のとおりである。 

〇 道路下用水路の浅埋設 

   区画整理で造成する道路下に埋設する用水路（管水路）において、道路管理者との協

議により、直径 300mm 以下の小口径管の埋設深さを 0.6m 以上（事業計画では認定道路下

で 1.2m 以上）の浅埋設とすることで、コスト縮減を図っている。 

 

 今後も事業完了に向けて、コスト縮減に努めることとしている。 
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【その他】 

水田の落水口に流出量を抑制するための調整板を取り付け、大雨の際に雨水を水田に一時

的に貯留し、時間をかけて下流に流す「田んぼダム」の取組を行っており、洪水被害の防止

・軽減に寄与している。

地区内では、令和７年度末までに 300ha で設置済みであり、今後も、本事業等にて推進を

図ることとしている。 

【関係団体の意向】 

茨城県、水戸市、東茨城郡茨城町、那珂川統合土地改良区、千波湖土地改良区及びひぬま川土地

改良区の意向は次のとおりである。 
国営茨城中部土地改良事業は、区画整理の施行により、農作業の効率化や生産コストの縮減を図

るとともに、大区画化及び担い手への農地利用集積を促進し、生産性の向上と耕作放棄地の解消・

発生防止による優良農地の確保を図り、地域農業の活性化に資する重要な事業である。 

 整備されたほ場においては、大区画化等により生産基盤の強化や担い手への農地の集積・集約化

が進展し、作業効率が飛躍的に向上するなど、事業効果が着実に発現している。 

 また、農業をとりまく情勢は、農業従事者の減少・高齢化に加え、原油価格の高騰・物価上昇等

により深刻な状況にあることを踏まえ、事業コスト縮減を積極的に講じるとともに、担い手への農

地利用集積目標を関係者間全員で共有し、地域の理解と合意形成の確保に十分配慮のうえ、事業効

果の早期発現に向け、適正かつ着実な事業執行をお願いする。 

【評価項目のまとめ】 

本地域では、関係市町の農業経営体数や経営耕地面積は減少傾向にあるが、10ha 以上の経営耕地

面積を持つ経営体が増加しており、農業経営体の規模拡大が進んでいる。また、本地域は、水稲を

中心とした農業生産性が高く効率的な農業経営の展開が期待される地域となっている。 

本事業は、区画整理を行い、耕作放棄地を含めた農地の土地利用を計画的に再編し、担い手への

農地の利用集積を進め、緊急的に生産性、収益性の向上及び耕作放棄地の解消・発生防止による優

良農地の確保を図り、農業の振興を基幹とした総合的な地域の活性化に資することを目的としてい

る。 

関係団体も本事業による効果に期待するとともに、事業効果の早期発現に向け、適正かつ着実な

事業執行を望んでいる。 

このことから、県、市町、土地改良区等と連携を図り、一層の担い手への農地の利用集積、コス

ト縮減や環境との調和に配慮しながら、事業を計画的かつ着実に推進していく。

【技術検討委員会の意見】 

 本事業は、ほ場整備の実施により、担い手への農地の利用集積・集約化を推進し、農地の生産

性の向上並びに耕作放棄地の解消及び発生防止による優良農地の確保を図ることで、水田を中心と

した農業の振興及び地域の活性化に資するものである。 

ほ場整備が実施されたほ場においては、大区画化等による作業効率の向上が認められるほか、農

地の利用集積・集約化がすでに進行し、農業者及び関係機関からも高い評価を得ており、事業効果

の発現が確認されている。また、開水路への蓋掛けによる水棲動物のほ場間移動の容易化や、排水

路での瀬淵工といった取り組みが行われ、地域の生態系保全への配慮も行われている。 

今後は、関係機関との連携の下、担い手への農地の利用集積・集約化を一層推進するとともに、

大型機械の導入や先進的な営農技術の活用、高収益作物への転換等を進めることにより、営農経費

の節減をはじめとする事業効果の更なる発現に努められたい。 

また、引き続き事業費の縮減に努めるとともに、環境との調和に十分配慮しながら、着実な事業の

推進を図られたい。 
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【事業の実施方針】 

コストの縮減に努め、環境との調和に配慮しつつ事業効果の早期発現を図る。

＜評価に使用した資料＞ 

農林水産省農村振興局整備部(監修)［改訂版］「新たな土地改良の効果算定マニュアル」大成出版社（平成 27 年９月５日第２版第１刷） 

土地改良の費用対効果分析に関する基本指針の制定について（平成 19 年３月 28 日付け 18 農振第 1596 号農村振興局長通知（最終改正

：令和７年４月２日）） 

土地改良事業の費用対効果分析マニュアルの制定について（平成 19 年３月 28 日付け 18 農振第 1597 号農林水産省農村振興局整備部長

通知（最終改正：令和７年４月２日）） 

「国産農産物安定供給効果」について（平成 27 年３月 27 日付け 26 農振第 2072 号農林水産省農村振興局整備部長通知（令和５年４月

３日一部改正）） 

土地改良事業の費用対効果分析における参考資料等について（令和５年９月 13 日付け農林水産省農村振興局整備部関係課関係班連名事

務連絡） 

土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について（平成 19 年３月 28 日付け農林水産省農村振興局企画部長通知（令和８年３月

31 日一部改正）） 

土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数等について（令和８年３月 31 日付け農林水産省農村振興局整備部土地改良企画課課長補

佐（事業効果班）事務連絡） 

総務省統計局「平成 22 年国勢調査」、「平成 27 年国勢調査」、「令和２年国勢調査」  

農林水産省大臣官房統計部「世界農林業センサス 2010」、「農林業センサス 2015」、「農林業センサス 2020」  

農林水産省大臣官房統計部「作物統計調査」平成 28 年～令和６年 

農林水産省大臣官房統計部「生産農業所得統計」及び「市町村別農業産出額（推計）」平成 28 年～令和５年 

経済産業省「2024 年経済構造実態調査 製造業事業所調査（地域別統計表データ）」 令和７(2025)年８月 29 日公表 

経済産業省「2023 年経済構造実態調査 製造業事業所調査（地域別統計表データ）」 令和６(2024)年７月 26 日公表 

経済産業省「2022 年経済構造実態調査 製造業事業所調査（地域別統計表データ）」 令和６(2024)年１月 26 日訂正 

経済産業省「経済センサス」平成 24 年、平成 28 年、令和３年 

経済産業省「工業統計調査」平成 23 年、平成 25 年～平成 27 年、 平成 29 年～令和２年 

経済産業省「商業統計調査」平成 26 年 

当該事業費に係る一般に公表されていない諸元については、関東農政局茨城中部農地整備事業所調べ
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事 業 名 国営緊急農地再編整備事業 地 区 名 南周防
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事 

業 

概 

要 

本地区は、山口県東部に位置し、瀬戸内海を南に望む温暖な地域である。 

地域の農業は、水稲を中心とした自給的農家や副業的農家が過半を占めており、農業

就業者の高齢化も進んでいる。 

本地区のほ場は、一部、区画の条件が整っているものもあるが、多くは狭小、不整形で

あり、さらに排水不良となっていることから、効率的な農作業を行うための妨げとなっ

ている。また、本地区の一部のため池は老朽化による漏水が発生するなど、農業生産基盤

の機能低下も生じている。これらのことから本地区においては、担い手へ農地の利用集

積が進まず、耕作放棄地が多く発生している。 

このため、本事業では、区画整理、農業用用排水施設及び暗渠排水を一体的に整備し、

耕作放棄地を含めた農地の土地利用を計画的に再編し、担い手への農地の利用集積を進

め、緊急的に生産性、収益性の向上及び耕作放棄地の解消・発生防止による優良農地の確

保を図り、農業振興を基幹とした地域の活性化に資することを目的としている。 

 

【事業内容等】 

受 益 面 積 577ha 

主要工事計画 区 画 整 理 390ha（水田 379ha、畑 11ha） 

農業用用排水 ため池６箇所 

暗 渠 排 水 182ha 

国営総事業費 31,600 百万円（事業計画時点 26,023 百万円） 

工 期 平成 23 年度～令和 10 年度予定 

 

評 

価 

項 
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【事業の進捗状況】 

令和７年度までの進捗率は 92.0％（令和７年度まで事業費ベース）である。  

【関連事業の進捗状況】 

該当なし 

【農業情勢、農村の状況その他の社会経済情勢の変化】 

１ 人口・世帯数 

関係市町の人口は、平成 22 年（2010 年）の 103,720 人から令和２年（2020 年）95,080

人へと、10 年間で 8,640 人（８％）減少しており、山口県は 109,279 人（８％）減少し

ている。 

関係市町の世帯数は、同期間で 41,555 世帯から 41,326 世帯へと 229 世帯（１％）減

少しているが、山口県は 1,392 世帯（0.2％）増加している。 

 

２ 産業別就業人口 

関係市町の就業人口は、平成 22 年（2010 年）の 45,725 人から令和２年（2020 年）の

42,247 人へと、10 年間で 3,478 人（８％）減少しており、山口県は 44,787 人（７％）減

少している。 

関係市町の農業就業人口は、平成 22 年（2010 年）の 2,123 人から令和２年（2020 年）

の 1,458 人へと、10 年間で 665 人（31％）減少しており、山口県は 8,502 人（28％）減

少している。 
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３ 農業情勢 

（1）耕地面積の状況 

関係市町の耕地面積は、平成 22 年（2010 年）の 1,812ha から令和２年（2020 年）の

1,508ha へと、10 年間で 304ha（17％）減少しており、山口県は 7,232ha（22％）減少し

ている。 

 

（2）農家数の状況 

関係市町の総農家数は、平成 22 年（2010 年）の 3,808 戸から令和２年（2020 年）の

2,455 戸へと、10 年間で 1,353 戸（36％）減少しており、山口県は 15,833 戸（37％）減

少している。 

 

（3）経営耕地規模の状況 

関係市町の面積規模 5.0ha 以上の経営体数は、平成 22 年（2010 年）の 29 経営体から

令和２年（2020 年）の 41 経営体へと、10 年間で 12 経営体（41％）増加、山口県は 112

経営体（19％）増加しており、農地集積や経営規模の拡大が進んでいる。 

関係市の１経営体当たり経営耕地面積は、平成 22 年（2010 年）の 1.0ha から令和２年

（2020 年）の 1.4ha へと、10 年間で 0.4ha（44％）増加、山口県は 0.4ha（34％）増加し

ている。 

 

（4）認定農業者の状況 

関係市町の認定農業者数は、平成 22 年（2010 年）の 99 経営体から令和６年（2024 年）

の 90 経営体へと、15 年間で９経営体（９％）減少しており、山口県は 228 経営体減少

（14％）している。 

 

（5）農産物販売金額規模別経営体数の状況 

関係市町の農産物販売金額 1,000 万円未満の経営体は平成 22 年（2010 年）の 1,856 経

営体から令和２年（2020 年）の 1,053 経営体へと 10 年間で 803 経営体（43％）減少して

いるが、1,000 万円以上の経営体は、平成 22 年（2010 年）の 26 経営体から令和２年（2020

年）の 31 経営体へと、５経営体（19％）増加しており、山口県は 526 経営体から 524 経

営体へと２経営体（0.4％）減少している。 

令和２年の販売金額 1,000 万円以上の経営体数において、関係市町が山口県に占める

割合は６％となっている。 

 

４ 地域経済 

関係市町の産業別総生産額は、平成 23 年（2011 年）の 487,362 百万円から令和５年

（2023 年）の 742,176 百万円へと、13 年間で 254,814 百万円（52％）増加しており、山

口県は 773,375 百万円（13％）増加している。農業生産額は、平成 23 年の 1,600 百万円

から令和５年の 1,090 百万円へと、13 年間で 510 百万円（32％）減少しており、山口県

は 5,277 百万円（15％）減少している。 

 

５ 営農状況 

本地区は、水田が農地面積の約９割を占め、稲作（221ha）が中心の地域である。また、

水田の畑利用として、野菜（キャベツ５ha、たまねぎ７ha、アスパラガス２ha 他）、果

樹（いちじく５ha）の生産や農業生産法人を中心に土地利用型作物（大豆 33ha、小麦 22ha）

の生産が行われている。 
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【事業計画の重要な部分の変更の必要性の有無】 

現時点において、下記のとおり、事業計画の重要な部分の変更は生じていない。 

 

１ 事業の施行に係る地域 

現時点において、事業の施行に係る地域の変更は生じていない。 

 

２ 主要工事計画 

現計画から現在までに主要工事計画の変更は生じていない。 

 

３ 総事業費 

現時点で、総事業費は 31,600 百万円であり、現計画の 26,023 百万円に対して、物価

や労賃の変動等を除いて、工法変更の要因により 1,548 百万円（6.9％）の増となってい

る。 

 

【費用対効果分析の基礎となる要因の変化】 

１ 県、市町の農業振興の方向 

現営農計画策定の基礎としている各種振興計画は、農業情勢の変化に対応するため見

直しが行われているが、本地区の振興作物に変更はなく、作付け状況も大きな変化はな

く、農業振興の方向性に変更はない。 

 

２ 費用対効果分析の基礎となる要因の変化 

（1）作物単価・単収の変化 

農作物別単価は、需給バランス等の要因により年度毎に変動があるが、現計画と比較

して、単価、単収及び純益率の変動から、作物生産効果が減少た。 

 

（2）効果項目の追加 

現計画から効果項目の追加はない。 

 

３ 費用対効果分析の結果 

直近の統計資料等に基づく作物単価・単収の更新、評価基準年の更新（現在価値化）等

を反映し、費用対効果分析を行った結果は、以下のとおりである。 

 

総便益（Ｂ） 49,448 百万円（現計画 27,630 百万円） 

総費用（Ｃ） 46,554 百万円（現計画 23,643 百万円） 

総費用総便益比（Ｂ/Ｃ） 1.06（現計画 1.16） 

 

 

【環境との調和への配慮】 

本地区では、関係市町が策定している「農村環境計画」及び「田園環境整備マスタープ

ラン」との整合を図りつつ、自然環境や農村景観との調和に配慮した取組を行った。 

 

農用地の整備に当たっては、水路に生物の生息場あるいは避難場を確保し、生物ネッ

トワークの保全・創出に配慮するとともに、減農薬や減化学肥料などに取り組む環境保

全型農業の推進に努めた。 

また、農村景観や生物の生息場に配慮するため、畦畔木、湧水池及び小渓流の保全に努

めた。 

ため池の改修に当たっては、池内の生物を工事の影響のない場所へ移動させるなどし

て、工事中の生物の避難場所を確保した。 
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【事業コスト縮減等の可能性】 

本地区の事業実施に当たっては、以下の事業コスト縮減を行っており、引き続き、事業完

了に向けてコスト縮減に努めることとする。 

 

１ 埋蔵文化財保護への公共残土の採用 

埋蔵文化財盛土保護に使用する盛土に、購入土に代えて公共残土を使用することで、

コスト縮減を図っている。 

 

２ 環境配慮施設の現地発生材の利用 

区画整理に伴い、現地で発生する石材は、ビオトープ内の石積み護岸や、水制工など環

境配慮施設の整備に再利用することで、コスト縮減を図っている。 

 

【関係団体の意向】 

本地区の事業実施について、山口県、関係市町（光市、柳井市、田布施町）及び関係土地改良

区（柳井市土地改良区、田布施土地改良区）から意見を聴取したところ、次のとおりであった。 

（山口県） 

本事業により、区画整理、農業用用排水及び暗渠排水が一体的に整備され、土地利用の再編及

び担い手への農地の利用集積による経営規模の拡大が促進されることで、本地域の農業の持続的

な発展が期待される。 

また、本事業を契機として田布施町農業支援センターも設立され、地域農業の活性化と持続可

能な発展を目指している。 

つきましては、引き続き一層の事業コスト縮減に努めるとともに、受益農家をはじめとする関

係者と緊密に調整を図り、早期の事業完了を要望する。 

（関係市町） 

本事業は、農業を基幹とした地域の活性化に向けて必要不可欠なものであることから、事業コ

スト縮減や環境に配慮しつつ、早期の事業完了に向けて着実な事業の推進を要望する。 

（関係土地改良区） 

本事業により、耕作放棄地の解消・発生防止を図るとともに、担い手への農地の利用集積によ

る経営規模の拡大促進が図られることから、早期の事業完了及び持続可能な農業に向けて着実な

事業の推進を要望する。 

 

【評価項目のまとめ】 

本地域では、事業を契機とした法人の連携による営農コスト縮減等の取り組みも行われ、地域

の活性化を図っている。 

関係市町の総農家数、耕地面積は減少傾向にあるものの、経営耕地面積の大きい農家数は増加

しており、担い手への農地集積や経営規模拡大が進んでいる。 

現時点において、受益面積、主要工事計画及び事業費の見直しが必要な変動は見られず、事業

進捗は 92％（令和７年度まで）である。 

関係団体も本事業による効果に期待するとともに、早期の事業完了と事業コストの縮減、土地

利用の再編、また担い手への農地の利用集積による経営規模の拡大が促進され、地域農業の活性

化と持続可能な発展を望んでいる。 

これらのことから、県及び市町、改良区等の地元関係機関と連携を図りつつ、事業を計画的か

つ着実に推進していくこととする。 
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【技術検討委員会の意見】 

本地区は、ほ場の多くが狭小、不整形であり、さらに排水不良となっていたことから、効率的

な農作業を行うための妨げとなっていた。これにより、担い手への農地集積が進まず、耕作放棄

地が多く発生している。このため、本事業により、区画整理、農業用用排水、暗渠排水を一体的

に整備し、耕作放棄地を含めた農地の土地利用を計画的に再編し、生産性、収益性の向上及び耕

作放棄地の再生・発生防止による優良農地の確保を図るものである。 

本地域は、水稲、大豆、小麦の栽培が盛んで、本事業で区画が広がった農地を活かして、大型

機械の導入も進んでおり、関係市町の総農家数や耕地面積は減少傾向にあるものの、経営耕地面

積の大きな農家数や法人数は増加し、担い手への農地集積や経営規模の拡大が進みつつある。 

また、たまねぎ、キャベツなどが農家レストラン等に使われており、今後、整備されたフォア

スを活用した高品質な高収益作物の導入が、さらに進むことが期待されている。

このような中、山口県、関係市町、関係土地改良区は、耕作放棄地の再生・発生防止、農業の

持続的発展を期待するとともに、より一層のコスト縮減や環境への配慮、計画的な事業推進を望

んでいる。また、集落営農法人連合体が設立され、効率的な農業経営に向けた体制整備も進みつ

つあるとともに、地域の女性の雇用に積極的に取り組む法人もあり、今後女性の活躍も期待され

る。 

これらに応えるため、引き続き関係機関と連携を図りながら、更なる事業コストの縮減、環境

との調和に配慮しつつ、事業効果の早期発現に向けて、計画的に事業を推進する必要がある。 

【事業の実施方針】 

事業効果の早期発現に向けて、関係機関と連携を図りながら、事業完了に向けて計画的に事業

を推進する。 

＜評価に使用した資料＞ 

・中国四国農政局「国営南周防土地改良事業変更計画書」（令和７年）

・総務省統計局「平成 22 年国勢調査」、「平成 27 年国勢調査」、「令和２年国勢調査」

・農林水産省大臣官房統計部「2010 年農林業センサス」、「2015 年農林業センサス」、「2020 年農林業センサス」

・農林水産省大臣官房統計部「作物統計調査」（平成 22 年～令和６年）

・農林水産省大臣官房統計部「市町村別農業産出額（推計）」（平成 26 年～令和５年）

・山口県「山口県県民経済計算」、「山口県市町民経済計算」

・農林水産省農村振興局整備部(監修)(2015)「[改訂版]新たな土地改良の効果算定マニュアル」大成出版社（平成 27 年９月５日第２

版第１刷）

・評価結果書に使用したデータのうち、一般に公表されていないものについては、中国四国農政局南周防農地整備事業所調べ（令和

７年）
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【概要図】 
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本地区は、瀬戸内海に面した愛媛県西条市に位置し、国営道前道後平野土地改良事業（平

成元年度～平成 25 年度）等で整備されたかんがい用水を用いて、水稲、はだか麦、野菜類等、

多様な農作物が栽培される農業地帯である。 

本地区は、水田区画の多くが狭小であり、また、耕作道路は狭く効率的な農作業が行えな

い状況であるとともに、地区内河川の中・下流周辺では、降雨時に慢性的な湛水が発生して

いるほか、後継者不足、農業従事者の高齢化等により、耕作放棄地が増加するおそれがある。 

このため、本事業では、区画整理及び農業用用排水施設の整備を一体的に実施し、耕作放

棄地を含めた農地の土地利用を計画的に再編し、担い手への農地の利用集積を進め、併せて

湛水被害を解消することにより、緊急的に生産性の向上と耕作放棄地の解消・発生防止によ

る優良農地の確保を図り、農業の振興を基幹とした総合的な地域の活性化に資することを目

的としている。 

 

【事業内容等】 

 受 益 面 積 681ha 

 主要工事計画 区画整理 654ha（水田 643ha、畑 11ha） 

農業用用排水 排水機場１か所、排水路 7.8km 

 国営総事業費 34,100 百万円（事業計画時点 26,041 百万円） 

 工 期 平成 28 年度～令和 11 年度予定 
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価 

項 
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【事業の進捗状況】 

令和７年度までの進捗率は約 57％（令和７年度までの事業費ベース）である。 

【関連事業の進捗状況】 

該当なし 

【農業情勢、農村の状況その他の社会経済情勢の変化】 

１ 人口・世帯数 

関係市の人口は、平成 22 年（2010 年）の 112,091 人から令和２年（2020 年）104,791 人

へと、10 年間で 7,300 人（７％）減少しており、愛媛県は 96,652 人（７％）減少している。 

関係市の世帯数は、同期間で 44,630 世帯から 45,193 世帯と 563 世帯増加（１％）して

おり、愛媛県は 10,514 世帯（２％）増加している。 

 

２ 産業別就業人口 

関係市の就業人口は、平成 22 年（2010 年）の 51,722 人から令和２年（2020 年）の 49,278

人へと、10 年間で 2,444 人（５％）減少しており、愛媛県は 50,303 人（８％）減少してい

る。 

関係市の農業就業人口は、平成 22 年（2010 年）の 3,924 人から令和２年（2020 年）の

3,223 人へと、10 年間で 701 人（18％）減少しており、愛媛県は 9,255 人（21％）減少し

ている。 

 

３ 農業情勢 

（１）経営耕地面積の状況 

関係市の経営耕地面積は、平成 22 年（2010 年）の 4,953ha から令和２年（2020 年）

の 4,047ha へと、10 年間で 906ha（18％）減少しており、愛媛県は 8,882ha（25％）減少

している。 

 

（２）農家数の状況 

関係市の総農家数は、平成 22 年（2010 年）の 4,703 戸から令和２年（2020 年）の 3,172

戸へと、10 年間で 1,531 戸（33％）減少しており、愛媛県は 15,240 戸（30％）減少して

いる。 
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（３）経営耕地規模の状況 

関係市の面積規模 5.0ha 以上の経営体数は、平成 22 年（2010 年）の 105 経営体から令

和２年（2020 年）の 140 経営体へと、10 年間で 35 経営体（33％）増加、愛媛県は 148

経営体（44％）増加しており、農地集積や経営規模の拡大が進んでいる。 

関係市の農地集積率は、平成 22 年（2010 年）の 30％から令和２年（2020 年）の 54％

へと、10 年間で 24 ポイント増加している。 

関係市の１経営体当たり経営耕地面積は、平成 22 年（2010 年）の 1.5ha から令和２年

（2020 年）の 1.9ha へと、10 年間で 0.4ha（27％）増加、愛媛県は 0.1ha（９％）増加

している。 

 

（４）認定農業者の状況 

関係市の認定農業者数は、平成 27 年度（2015 年度）の 471 経営体から令和６年度（2024

年度）の 483 経営体へと、10 年間で 12 経営体（３％）増加、愛媛県は 619 経営体（13

％）減少している。 

 

（５）農産物販売金額規模別経営体数の状況 

関係市の農産物販売金額 1,000 万円以上の経営体は、平成 22 年（2010 年）の 126 経営

体から令和２年（2020 年）の 121 経営体へと、５経営体（４％）減少しており、愛媛県

は 241 経営体（25％）増加している。 

令和２年の販売金額 1,000 万円以上の経営体数において、関係市が愛媛県に占める割

合は 10％となっている。 

 

４ 営農状況 

本地区では、水田が農地面積の９割以上を占めており、稲作（435ha）が中心の地域であ

る。一方で、飼料用米（５ha）、大豆（48ha）、はだか麦（174ha）といった土地利用型作

物や、露地野菜（さといも他 39ha）、施設野菜（いちご他 20ha）についても、農業生産

法人を中心に生産が行われている。 

本地区の平成 26 年度（2014 年度）における担い手への農地集積率は 40％であったが、

令和６年度（2024 年度）においては 64％であり、西条市の 58％、愛媛県の 40％、全国の

62％を上回っており、農地集積が進展している。また、整備施設の管理組合設立により地

域のコミュニケーションが活発化している。 

【事業計画の重要な部分の変更の必要性の有無】 

現時点において、下記のとおり、事業計画の重要な部分の変更は生じていない。 

 

１ 事業の施行に係る地域 

現時点において、事業の施行に係る地域の変更は生じていない。 

 

２ 主要工事計画 

現時点で、主要工事計画の変更は生じていない。 

 

３ 総事業費 

現時点で、総事業費は 34,100 百万円であり、現計画の 26,041 百万円に対して、物価、

労賃の変動等を除いて、工法変更の要因による増減は発生していない。 

【費用対効果分析の基礎となる要因の変化】 

１ 県、市町村の農業振興の方向 

現営農計画策定の基礎としている各種振興計画は、農業情勢の変化に対応するため見直

しが行われているが、本地区の振興作物に変更はなく、作付状況も大きな変化はなく、農

業振興の方向性に変更はない。 
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２ 費用対効果分析の基礎となる要因の変化 

費用対効果分析の基礎となる施工面積や土地利用に大きな変化はなく、計画全体の経済

性を損なう要因の変化はない。 

 

３ 費用対効果分析の結果 

直近の統計資料等に基づく労賃単価等の更新、評価基準年の更新（現在価値化）等を反

映し、総費用総便益方式による費用対効果分析を行った結果は、以下のとおりである。 

 

総便益（Ｂ） 66,194 百万円（現計画 30,219 百万円） 

総費用（Ｃ） 42,461 百万円（現計画 22,770 百万円） 

総費用総便益比（Ｂ／Ｃ） 1.55（現計画 1.32） 

【環境との調和への配慮】 

本地区では、関係市で作成している田園環境整備マスタープラン等との整合を図りつつ、

環境との調和に配慮した取組を実施している。 

１ 生態系、景観への配慮 

（１）生態系配慮施設の設置 

水路の整備にあたっては、水路底に土砂を溜められ、護岸に空隙や植生が確保できるよ

うな水路構造の採用や、部分的に断面を拡幅して淵やワンドのような緩流域の創出を進め

ている。 

（２）工事中の配慮 

工事区域において確認されている注目すべき種は、実施可能な範囲で移植、移動等、適

切な保全措置を講じている。 

（３）景観への配慮 

排水機場等の大型の人工構造物は、景観を支配する大きな構成要素となるため、周辺の

農村景観との調和に配慮した対策を行っている。 

【事業コスト縮減等の可能性】 

事業の実施に当たっては、以下の事業コスト縮減を行っており、引き続き、事業完了に

向けてコスト縮減に努めることとする。 

１ ほ場整備工事の保護盛土等への使用に当たっては、西条市、東温市、今治市等の地

区近傍の建設発生土を利用し、コスト縮減を図っている。 

２ これら建設発生土の利用等にあたっては、周辺の公共工事と調整を行い、残土仮置

き場の確保を不要とすることで、コスト縮減に努めている。 

【関係団体の意向】 

本地区の事業実施について、関係団体である愛媛県並びに西条市、西条市東予土地改良区並び

に丹原町土地改良区から意見を聴取したところ、次のとおりであった。 

（愛媛県） 

本事業では、愛媛県西条市の道前平野地域の耕作放棄地を含む広範な農地を対象に、区画整

理、農業用排水及び暗渠排水を一体的に整備し、土地利用の再編及び担い手への農地の利用集

積による経営規模拡大を促進することで、本地域の農業の持続的な発展に大きく寄与するもの

と考えております。 

既に整備が完了したほ場では、農業法人等を中心に戦略的な営農が展開されており、事業の

効果が着実に表れ、地域農業の構造改革が順調に進展しております。 

今後は、より一層のコスト縮減や環境への配慮に努められるとともに、地元農家への丁寧な

説明を継続して、早期の事業効果発現に向けて、計画的かつ確実な事業推進を要望します。 

（西条市） 

事業は、地域の農業と農村環境を維持、発展させていくために必要不可欠な農業基盤の整備

事業であることから、事業コストの縮減や環境に配慮しつつ、計画的な事業の推進を要望する。 

（関係土地改良区） 

本事業の実施により環境、作業面で後継者や担い手から基盤整備を有難く受け止めている。 

今後も早期の事業完了、更なるコスト縮減を図り受益者の負担軽減に配慮して頂きたい。 



道前平野地区 

【評価項目のまとめ】 

本地域では、本事業による道前平野地域の農地を区画整理及び農業用用排水を一体的に整備し、

耕作放棄地を含めた農地の土地利用を計画的に再編し担い手への農地集積を進め経営規模拡大を

行い、併せて湛水被害を解消することにより、優良農地の確保を図り、農業振興を基幹とした総

合的な地域の活性化を図っている。 

現時点において、受益面積、主要工事計画及び事業費の見直しが必要な変動は見受けられず、

事業進捗は 57％（令和７年度まで事業費ベース）である。 

関係団体も本事業の早期実現と地元負担軽減、地域農業の活性化と持続可能な発展を望んでい

る。 

これらのことから、県及び市、関係土地改良区等の地元関係機関と連携を図りつつ、事業を計

画的かつ着実に推進していくこととする。 

【技術検討委員会の意見】 

 本地区は、水田区画の多くが狭小であり、耕作道路は狭く、さらに地区内河川の中・下流周辺

では、降雨時に慢性的な湛水が発生していることから、効率的な農作業を行うための妨げとなっ

ている。これにより、担い手への農地集積が進まず、耕作放棄地が多く発生している。このため、

本事業により、区画整理、暗渠排水、農業用用排水、排水機場を一体的に整備し、耕作放棄地を

含めた農地の土地利用を計画的に再編し、生産性、収益性の向上及び耕作放棄地の再生・発生防

止による優良農地の確保を図るものである。 

また、本地域は、水稲、はだか麦、大豆の栽培が盛んで、里芋等の高収益作物導入のさらなる

推進が期待されている。 

西条市の総農家数や耕地面積は減少傾向にあるものの、経営耕地面積の大きな農業経営体数は

増加しており、認定農業者への農地集積により経営規模拡大が進みつつある。また、本事業によ

り導入した遠隔操作型自動給水栓がスマート農業の推進に寄与している。 

このような中、愛媛県、西条市、関係土地改良区は、耕作放棄地の再生・発生防止、農業の持

続的発展を期待するとともに、より一層のコスト縮減や環境への配慮、計画的な事業推進を望ん

でいる。 

これらに応えるため、引き続き関係機関と連携を図りながら、更なる事業コストの縮減、環境

との調和に配慮しつつ、事業効果の早期発現に向けて、計画的に事業を推進する必要がある。 

【事業の実施方針】 

 事業効果の早期発現に向けて、関係機関と連携を図りながら、事業完了に向けて計画的に事業

を推進する。 

＜評価に使用した資料＞ 

・総務省統計局「平成 22 年国勢調査」、「平成 27 年国勢調査」、「令和２年国勢調査」

・農林水産省大臣官房統計部「2010 年農林業センサス」、「2015 年農林業センサス」、「2020 年農林業センサス」

・農林水産省大臣官房統計部「作物統計調査」（平成 22 年～令和６年）

・農林水産省農村振興局整備部(監修)(2015)「[改訂版]新たな土地改良の効果算定マニュアル」大成出版社（平成 27 年９月５日第２版

第１刷）

・評価結果書に使用したデータのうち、一般に公表されていないものについては、中国四国農政局道前平野農地整備事業所調べ（令和

７年）
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本地区は、北海道の北部に位置する稚内市に広がる 631ha の農業地帯であり、酪農経

営が展開されている。 

本地区は、国営勇知土地改良事業（昭和 45 年度～昭和 59 年度）、国営稚内西部土地

改良事業（平成元年度～平成 10 年度）等において農業用排水路等が整備されたが、泥炭

土に起因した地盤沈下により、農業用排水路においては排水能力が不足し、降雨時には

牧草の湛水被害が発生しているとともに、農用地においては過湿被害、不陸障害及び埋

木障害が発生し、牧草の生産量及び農作業の能率が低下している。 

このため、本事業により、農業用排水路及び農用地の機能を回復し、農業生産の維持

及び農業経営の安定を図り、もって国土の保全に資することを目的としている。 

 

【事業内容等】 

受 益 面 積：  631ha 

主要工事計画： 排水路 16.0km（改修） 

        暗渠排水 631ha、不陸整正 605ha、障害物除去 9ha 

国営総事業費： 9,670 百万円（事業計画時点 7,200 百万円） 

工    期： 平成 28 年度～令和 10 年度予定 
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【事業の進捗状況】 

令和７年度までの進捗率（事業費ベース）は約 87％である。 

【関連事業の進捗状況】 

該当なし 

【農業情勢、農村の状況その他の社会経済情勢の変化】 

稚内市の平成 22 年と令和２年を比較した農業等の情勢の変化については、以下のとお

りである。 

１ 産業別就業人口の動向 

稚内市の全就業人口は、平成 22 年の 18,473 人から令和２年の 17,714 人に減少(△

４％)している中で、農業の就業人口は、平成 22 年の 484 人から令和２年の 529 人に

増加(９％)している。 

農業の就業人口割合は３％と同程度である。 

 

２ 農業・農村の動向 

（１）地域農業の概要 

稚内市の農業は、牧草の作付けを主体とした酪農及び肉用牛経営を展開している。 

乳用牛飼養経営体数は、平成 22 年の 154 経営体から令和２年の 122 経営体に減少（△21％）

している。市全体での乳用牛飼養頭数は 15,881 頭から 13,903 頭に減少しているが、１経

営体当たりの飼養頭数は平成 22 年の 103 頭から令和２年の 114 頭に増加（11％）してい

る。１経営体当たりの生乳生産量も平成 22 年の 420ｔから令和２年の 531ｔに増加（26％）

している。 

牧草の作付けは、平成 22 年の 14,700ha から令和２年の 14,700ha と変動していない。 

稚内市の農業産出額は、平成 22 年の 6,737 百万円から令和２年の 9,225 百万円に増

加（37％）している。 

このうち、生乳の産出額は、平成 22 年の 4,737 百万円から令和２年の 6,285 百万円

に増加（33％）しており、農業産出額に占める割合は、平成 22 年の 70％から令和２年

の 68％と同程度である。 
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（２）認定農業者数・農業法人数 

稚内市の認定農業者数は、平成 22 年の 160 人から令和２年の 123 人に減少(△23％)

している。 

農業法人数は、平成 22 年の５法人から令和２年の 16 法人に増加(220％)している。 

 

（３）経営耕地面積 

稚内市の経営耕地面積は、平成 22 年、令和２年とも 14,700ha で変動してない。 

１経営体当たり平均経営耕地面積は、平成 22 年の 85.0ha から令和２年の 101.4ha に

増加（16％）している。また、経営耕地面積 100ha 以上の経営体の割合は、平成 22 年

の 17％から令和２年の 26％と９ポイント増加している。 

【事業計画の重要な部分の変更の必要性の有無】 

現時点において、下記のとおり、事業計画の重要な部分の変更はない。 

 

１ 事業の施行に係る地域 

現時点で、事業の施行に係る地域の変更はない。 

 

２ 主要工事計画 

現時点において主要工事計画に変更はない。 

 

３ 事業費 

現時点における国営総事業費は 9,670 百万円であり、現計画の 7,200 百万円に対し

て、物価、労賃の変動を除いて、工法変更の要因により 607 百万円(８％)の増となっ

ている。 

【費用対効果分析の基礎となる要因の変化】 

本事業においては、作物生産量、営農経費及び災害被害額の増減等を主な効果として

見込んでいる。 

費用対効果分析の基礎となる営農振興方針、受益面積及び土地利用に大きな変動はな

く、計画全体の経済性を損なう要因の変化はない。 

なお、上記を基に費用対効果分析を行った結果は以下のとおりである。 

 

 

総  便  益（Ｂ） 31,357 百万円（現行計画 11,119 百万円） 

総  費  用（Ｃ） 19,407 百万円（現行計画  8,918 百万円） 

総費用総便益比（Ｂ／Ｃ）1.61（現行計画 1.24） 

 

 

【環境との調和への配慮】 

農業用排水路の改修に際しては、魚類等の生息環境に配慮した護岸形式を採用してい

る。また、施工の際には、下流への濁水流出防止に努めている。 

 

 

【事業コストの縮減等の可能性】 

暗渠排水工の施工にあたって、施工機種を見直すことによりコスト縮減を図っている。 

 また、排水路整備において、護岸工の中詰用石材に既設連結ブロックを再利用し事業 

コストの縮減を図っている。 

 

 



勇知地区 

【関係団体の意向】 

 北海道及び稚内市は事業効果発現のため、完了に向けて事業の円滑な推進を要望してい

る。 

【評価項目のまとめ】 

本地域は、担い手への農地集積等によって、１経営体当たりの飼養頭数、生乳生産量は増

加している。 

事業の推進に当たっては、コスト縮減や環境との調和に配慮している。事業の進捗率は、 

令和７年度までに約 87％となっており、農業用排水路が改修されることにより、農地のたん

水や道路の冠水、家屋への浸水が解消されている。また、暗渠排水や不陸整正により牧草の

収量が回復した。大型刈取機械の走行性も向上し、農業生産の維持及び酪農経営の安定化に

繋がっている。さらに、農業支援サービス事業体（コントラクター）の活用がはじまっている。 

現時点において、事業計画を変更する必要は生じておらず、計画全体の経済性を損なう要

因の変化はない。また、関係団体からは、事業効果発現のため、完了に向けて事業の円滑な

推進が要望されている。 

以上のとおり、事業効果の発現状況や関係団体の意向から、事業の必要性については変わ

っていない。 

【技術検討会の意見】 

 本事業は、農地の湛水・過湿被害等を解消することで、農業生産性の維持と農業経営の安

定を図ることを目的としている。そのためには、農地防災のための排水路改修や農地保全の

ための暗渠排水とほ場整備が必要不可欠である。 

 排水路の改修及び暗渠排水の整備は、農地の湛水・過湿被害の解消とともに大型機械の走

行性の改善、家屋や道路の湛水被害の解消に繋がるなど、事業の効果が発現しつつある。 

 また、農業支援サービス事業体の活用や良質な粗飼料の確保、農作業時間の縮減などによ

り、酪農経営の安定化に寄与している。 

今後とも、環境との調和やコスト節減に配慮しつつ、予定工期内の完了に向けた事業の継続

実施が望まれる。 

【事業実施方針】 

事業効果の早期発現に向け、環境との調和に配慮し、コスト縮減に努めつつ、計画的に事

業を推進する。 

＜評価に使用した資料＞ 

・総務省統計局「国勢調査」（平成 22 年、令和２年）

・農林水産省大臣官房統計部「2010 年世界農林業センサス」、「2020 年農林業センサス」

・農林水産省/統計情報（http://www.maff.go.jp/j/tokei/）

・北海道農政部/各種統計（http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ns/ski/tokeidata.htm）

・農林水産省農村振興局整備部（監修）［改訂版］「新たな土地改良の経済効果算定マニュアル」

大成出版社（平成 27 年９月５日第２版第１刷）

・「土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について」（平成 19 年３月 28 日付け 18 農振第 1598 号農林水産省農村

振興局企画部長通知（令和８年３月 31 日一部改正））

・「治水経済調査マニュアル（案）（令和７年７月）国土交通省水管理・国土保全局」、「治水経済調査マニュアル（案）（令

和６年３月２９日付け国水計調第２２号）各種資産評価単価及びデフレーター（令和７年６月改正）国土交通省水管理・国

土保全局河川計画課」 

・北海道開発局「国営勇知土地改良事業計画書」

・評価結果書に使用したデータのうち、一般公表されていないものについては、北海道開発局稚内開発建設部稚内農業事務所

調べ（令和７年度）
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（参考１） 

令和８年度 公共事業の事業評価（国営土地改良事業等の期中の評価） 

費用対効果分析の結果 

 
１ 再評価における費用対効果分析手法の考え方 

 

再評価における費用対効果分析は、現行計画の算定手法を基本として、作物単価等の時点修正を行う

とともに、年効果額の算定の基礎となる項目の求め方を簡便化して行っている。 

また、現行事業計画で計上していない効果等で、現時点においてその発現が見込まれ貨幣化が可能な

効果については、計測し年効果額として計上している。 

 
 

２ 結果 
 
 

（単位：百万円） 
 

事業名 地区名 総便益額 

 
(B) 

総費用 

 
(C) 

総費用  

総便益比

(B/C) 

(参考) 

現行計画の 

総費用総便益比 

国営かんがい排水事業 河南二期 185,288 164,504 1.12 1.48 

国営かんがい排水事業 旭川 72,126 60,375 1.19 1.38 

国営かんがい排水事業 栃木南部 115,735 40,625 2.84 2.86 

国営緊急農地再編整備事業 愛別 57,089 47,005 1.21 1.29 

国営緊急農地再編整備事業 大雪東川第一 65,398 51,831 1.26 1.31 

国営緊急農地再編整備事業 雄武丘陵 28,422 19,947 1.42 1.21 

国営緊急農地再編整備事業 茨城中部 45,711 40,264 1.13 1.06 

国営緊急農地再編整備事業 南周防 49,448 46,554 1.06 1.16 

国営緊急農地再編整備事業 道前平野 66,194 42,461 1.55 1.32 

国営総合農地防災事業 勇知 31,357 19,407 1.61 1.24 

注：関連事業を含む値である。 

 















































































































































































































































茨城中部地区の事業の効用に関する説明資料 

 

 

1.総費用総便益比の算定  

（１）総費用総便益比の総括                                        （単位：千円） 

区     分 算定式 数 値 

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 40,264,016 

 当該事業による費用 ② 28,048,165 

関連事業による費用、資産価額、再整備費 ③ 12,215,851 

評価期間（当該事業の工事期間＋40 年） ④ 58 年 

社会的割引率  ４％ 

総便益額（現在価値化） ⑤ 45,710,749 

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷① 1.13 

 

 

（２）総費用の総括                                                 （単位：千円） 

区分 資産価額 

（事業着工

時点） 

① 

当該事業に

よる費用 

② 

関連事業に

よる費用 

③ 

再整備費 

④ 

資産価額 

（評価期間

終了時点） 

⑤ 

総費用 

⑥＝①＋②＋ 

③＋④－⑤ 

国営造成施設 906,860 28,048,165 4,420,829 5,447,750 1,343,826 37,479,778 

県営造成施設 282,825 - 1,287,141 498,364 93,508 1,974,822 

その他の施設 428,352 - 518 433,746 53,200 809,416 

合 計 1,618,037 28,048,165 5,708,488 6,379,860 1,490,534 40,264,016 

 ※各造成施設の詳細については「茨城中部地区の事業の効用に関する詳細」を参照 

 

 

（３）年総効果額、総便益額の総括                                 （単位：千円） 

区 分 
効果項目 

年総効果 
(便益)額 

総便益額 効果の要因 

食料の安定供給の確保に関する効果 

 作物生産効果 598,857 19,074,480
区画整理を実施した場合と実施しな
かった場合での作物生産量が増減す
る効果 

営農経費節減効果 1,102,880 23,066,317
区画整理を実施した場合と実施しな
かった場合での営農経費が増減する
効果 

維持管理費節減効果 △44,314 △1,421,718
区画整理を実施した場合と実施しな
かった場合での施設の維持管理費が
増減する効果 

農業の持続的発展に関する効果 

 
耕作放棄防止効果 9,216 191,556

区画整理を実施したことにより、耕

作放棄の発生が防止され、農産物の

生産が維持される効果 

農村の振興に関する効果 

 
非農用地等創設効果 179 3,945

区画整理を実施した場合と実施しな

かった場合での用地取得及び登記手

続き等の事務経費が節減する効果 



その他の効果 

 

洪水調節機能効果（農業用ダ

ム） 
1,788 51,745

農業用ダムにおいて洪水調節機能の

維持・向上のための施設を整備する

ことにより、運用過程において流域

全体における一部の洪水流量をカッ

トする機能により、洪水被害が防止

又は軽減される効果 

水田貯留機能向上効果 66,242 1,272,842

水田貯留機能の向上に向けた取組に

必要な施設の整備を実施した場合と

実施しなかった場合での当該地域や

下流域の洪水被害が防止又は軽減さ

れる効果 

国産農産物安定供給効果 105,535 3,471,582

区画整理により農業生産性の向上や

営農条件等の改善が図られ、国産農

産物の安定供給に寄与する効果 

合  計 1,840,383 45,710,749

※総便益の算定の詳細については「茨城中部地区の事業の効用に関する詳細」を参照 

 

 

2.年効果額の算定方法 

 

（１）作物生産効果 

 

 ○効果の考え方 

 事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）の作物生産量

の比較により年効果額を算定した。 

 

  ○対象作物 

茨城中部地区の事業の効用に関する詳細のとおり 

 

 ○年効果額算定式 

  

    年効果額 ＝ 単収増加年効果額※１ ＋ 作付増減年効果額※２ 

 

   ※１ 単収増加年効果額 ＝ 作付面積 ×（事業ありせば単収－事業なかりせば単収） 

                               × 単価 × 単収増加の純益率 

      ※２ 作付増減年効果額 ＝（事業ありせば作付面積－事業なかりせば作付面積） 

                               × 単収 × 単価 × 作付増減の純益率 

 

 ○年効果額の算定 

                    （単位：千円） 

区  分 
作付面積（ha） 

増加粗収益額 年効果額 
現況 計画 

新設整備 694 731 244,637 114,809 

更新整備 694 694 543,705 484,048 



合  計   788,342 598,857 

※作物生産効果における作物毎の詳細については「茨城中部地区の事業の効用に関する詳細」を参

照 

※小数点以下を四捨五入していることから、記載値は計算結果と合わない場合がある。 

 

・作付面積 ：各作物の作付面積は以下のとおり 

「現況作付面積」・関係市(町村)の作付実績に基づき決定した。 

「計画作付面積」・新設整備では、関係市町の農業振興計画や関係者の意向を踏まえ決定した。 

・更新整備では、現況施設のもとで作物生産量が維持される面積であり、現況

＝計画とした。 

 

・単収：増加粗収益額の算定に用いる各作物の単収については以下のとおり 

「事業なかりせば単収」・新設整備では、現況単収であり、農林水産統計等による最近５か年の

平均単収により算定した。 

    ・更新整備では、用水機能の喪失時の単収であり、現況単収に効果要因

別の失われる増収率分を減じて算定した。 

「事業ありせば単収」 ・新設整備では計画単収であり、現況単収に効果要因別の増収率を考慮

して算定した。 

・更新整備では現況単収であり、農林水産統計等による最近５か年の平

均単収により算定した。 

「効果算定対象単収」 ・事業ありせば単収と事業なかりせば単収の差である。 

（作付増においては、地域の計画単収、作付減においては地域の現況単

収である。） 

 

・生産物単価：農林水産統計等による最近５か年の販売価格に消費者物価指数を反映した価格を

用いた。 

 

・純益率  ：「土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について」による標準値等を用

いた。 

 

 

（２）営農経費節減効果 

 

 ○効果の考え方 

事業を実施した場合(事業ありせば)と実施しなかった場合(事業なかりせば)の労働費、機械経

費、その他の生産資材費について比較し、それらの営農経費の増減から年効果額を算定した。 

 

 ○対象作物 

茨城中部地区の事業の効用に関する詳細のとおり 

 

 ○年効果額算定式 

年効果額 ＝ （事業なかりせば単位面積当り営農経費 － 事業ありせば単位面積当り営農経費）

× 効果発生面積 

 

  ○年効果額の算定 

                                      （単位：千円） 

区分 事業なかりせば① 事業ありせば② 
年効果額 

③＝①－② 

新設整備 現況営農経費 計画営農経費 1,092,490 



更新整備 事業なかりせば営農経費 現況営農経費 10,390 

合  計   1,102,880 

 ※営農経費節減効果における作物毎の営農経費の詳細については「茨城中部地区の事業の効用に

関する詳細」を参照 

 

・各作物の ha 当たり営農経費は以下のとおり 

・現況営農経費：地域の現在の営農経費であり、生産費調査等の実態調査に基づき算定した。 

・計画営農経費：想定される事業により増減した地域の営農経費であり、茨城県の農業経営

指標等を基に、地域の農業関係機関、普及センターの指導方針を反映し算

定した。 

・事業なかりせば営農経費：地域の水利施設の機能が失われた場合に想定される水管理作業

に係る経費を考慮し算定した。 

 

 

（３）維持管理費節減効果 

 

 ○効果の考え方 

事業を実施した場合(事業ありせば)と実施しなかった場合(事業なかりせば)を比較し、施設の

維持管理費の増減をもって年効果額を算定した。 

 

 ○対象施設 

総費用に計上した、当該事業（関連事業）及び受益地内で一体的に効用を発揮している全ての

土地改良施設 

 

 ○年効果額算定式 

  年効果額 ＝ 事業なかりせば維持管理費 － 事業ありせば維持管理費 

 

 ○年効果額の算定 

     （単位：千円） 

区分 
新設 現況維持管理費① 事業ありせば維持管理費② 年効果額 

③＝①－② 更新 事業なかりせば維持管理費① 現況維持管理費② 

新設整備 59,647 67,535 △7,888 

更新整備 23,221 59,647 △36,426 

合 計   △44,314 

 

・事業なかりせば維持管理費：現況施設の維持管理費を基に、施設の機能を失った場合に想

定される安全管理等に最低限必要な維持管理費を算定した。 

・事業ありせば維持管理費 ：現況施設の維持管理費を基に、本事業の実施により見込まれ

る維持管理費の増減を考慮し算定した。 
・現況維持管理費        ：現況施設の維持管理費に基づき算定した。 

     

 

（４）耕作放棄防止効果 
 

 ○効果の考え方 

事業を実施しなかった場合（事業なかりせば）に耕作放棄の発生が想定される農地が有してい



る作物生産量をもって年効果額を算定した。 

 

 ○対象工種 

区画整理 

 

 ○年効果額算定式 

年効果額 ＝ 事業なかりせば発生が想定される耕作放棄地が有している作物生産の総効果額 

      × 還元率 

 

 ○年効果額の算定 

   （単位：千円） 

区 分 
総効果額 

① 
割引率 

効果算定期間 

（年） 

還元率 

② 

年効果額 

③＝①×② 

新設整備 206,639 0.04 58 0.0446             9,216 

   

・総効果額：単位面積当たり効果額を基に、各年の事業なかりせば発生する耕作放棄面積を

乗じた年別効果額に割引率を適用して算定した割引後の年別効果額を総計し

て算定した。 

・還元率 ：総効果額を効果算定期間における年効果額に換算するための係数。 

 

 

（５）非農用地等創設効果 
 

 ○効果の考え方 

事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）を比較し、農

地調達経費の差をもって年効果額を算定した。 

 

 ○対象施設 

区画整理 

 

 ○年効果額算定式 

年効果額 ＝ （事業なかりせば単位当たりの想定経費 － 事業ありせば単位当たりの計画経 

費） × 非農用地創設面積 × 還元率 

 

 ○年効果額の算定 

   （単位：千円） 

非農用地区分 

事業なかりせば 

想定経費 

① 

事業ありせば 

計画経費 

② 

差引経費 

③＝①－② 

 

還元率 

④ 

年効果額 

⑤＝③×④ 

道路用地 7,032 2,636 4,396 0.0408 179 

 

 

（７）その他の効果（洪水調節機能効果（農業用ダム）） 

 

○効果の考え方 

事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）を比較し、農

業用ダムにおいて洪水調節可能容量が確保されることにより洪水被害が防止又は軽減される年効

果額を算定した。 



 

○対象施設 

関連事業により整備した農業用ダム 

 

○年効果額算定式 

年効果額 ＝（事業ありせば洪水調節可能容量－事業なかりせば洪水調節可能容量） 

×洪水調節単価×還元率 

 

○年効果額の算定 

（単位：千円） 

区分 

洪水調節可能容量（千㎥） 
洪水調節 

単価 

（円/㎥） 

③ 

還元率 

④ 

年効果額 

⑤＝（①－②）

×③×④ 

新設 
事業 

ありせば① 
現況② 

更新 現況① 
事業なかり

せば② 

新設整備  24.24 － 1,765 0.0418 1,788 

更新整備 － － － － － 

合 計     1,788 

・洪水調節可能容量：農業用ダムのかんがいに係る用途のうちの流域における洪水被害を防止又は

軽減するための容量 

・洪水調節単価  ：近傍治水ダム等の建設費と洪水調節容量により算定 

・還元率     ：施設が有している総効果額を耐用年数期間における年効果額に換算するため

の係数 

 

 

（８）その他の効果（水田貯留機能向上効果） 

 

○効果の考え方 

事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）を比較し、水

田貯留機能の向上に向けた取組に必要な施設の整備を実施した場合と実施しなかった場合での当

該地域や下流域の洪水被害が防止又は軽減される年効果額を算定した。 

 

○対象施設 

水田貯留機能の向上に向けた取組に必要な施設 

 

○年効果額算定式 

年効果額 ＝ピークカット流出量×排水量当たり単価×還元率 

 

○年効果額の算定 

（単位：千円） 

区分 

ピークカット 

流出量(㎥/s) 

① 

排水量当たり 

単価(千円/㎥/s)

② 

還元率 

③ 

年効果額 

④=①×② 

×③ 

新設整備 9.51 94,640 0.0736 66,242 

更新整備 － － － － 

合計    66,242 



・ピークカット流出量：事業なかりせば最大流出量－事業ありせば最大流出量 

・排水量当たり単価 ：近傍排水施設の事業費と排水量により算定 

・還元率      ：施設が有している総効果額を耐用年数期間における年効果額に換算するた

めの係数 

 

（９）その他の効果（国産農産物安定供給効果） 

 

○効果の考え方 

 国産農産物の安定供給に対して国民が感じる安心感の効果であるため、一般国民に対してＷＴ

Ｐ（Willingness To Pay：支払意志額）を尋ねることで、その価値を直接的に評価する手法であ

るＣＶＭ（Contingent Valuation Method：仮想市場法）により年効果額を算定した。 

 

○対象作物 

 作物生産効果算定作物のうち、食料生産に係るもの 

 

○年効果額算定式 

 年効果額 ＝ 年増加粗収益額 × 単位食料生産額当たり効果額（原単位） 

＋ 年増加供給熱量 × 単位供給熱量当たり効果額（原単位） 

 

○年効果額の算定 

（単位：千円） 

区 分 
増加粗収益額 

① 

増加供給熱量 

（千 kcal）② 

単位食料生産

額当たり効果

額（円/千円） 

③ 

単位供給熱量

当たり効果額 

（円/千 kcal）

④ 

当該土地改良

事業における

年効果額 

⑤＝①×③＋

②×④ 

新設整備 244,637 36,351 49 9.9 12,347 

更新整備 543,705 6,721,840 49 9.9 93,188 

合 計 788,342 6,758,191   105,535 

 

   増加粗収益額、増加供給熱量：作物生産効果の算定過程で整理した結果を用いて、事業ありせば

と事業なかりせばにおける増加粗収益額及び増加供給熱量を整理

した。 

単位食料生産額当たり効果額、単位供給熱量当たり効果額：一般国民に対し国産農産物の安定

供給についてＷＴＰを尋ねるＣＶＭにより、年効果額の算定に

用いる単位食料生産額当たり効果額（原単位）は 49 円/千円、

単位供給熱量当たり効果額（原単位）は 9.9 円/千 kcal とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

3.評価に使用した資料  

【共通】 

・農林水産省農村振興局整備部(監修)［改訂版］「新たな土地改良の効果算定マニュアル」大成

出版社（平成 27 年 9 月 5 日第２版第１刷） 

・土地改良の費用対効果分析に関する基本指針の制定について（平成 19 年３月 28 日付け 18 農

振第 1596 号農村振興局長通知（最終改正：令和７年４月２日）） 

・土地改良事業の費用対効果分析マニュアルの制定について（平成 19 年３月 28 日付け 18 農振

第 1597 号農林水産省農村振興局整備部長通知（最終改正：令和７年４月２日）） 

・「国産農産物安定供給効果」について（平成 27 年３月 27 日付け 26 農振第 2072 号農林水産省

農村振興局整備部長通知（令和５年４月３日一部改正）） 

・土地改良事業の費用対効果分析における参考資料等について（令和５年９月 13 日付け農林水

産省農村振興局整備部関係課関係班連名事務連絡） 

・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について（平成 19 年３月 28 日付け農林水産省

農村振興局企画部長通知（令和８年３月 31 日一部改正）） 

・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数等について（令和８年３月 31 日付け農林水産

省農村振興局整備部土地改良企画課課長補佐（事業効果班）事務連絡） 

 

【費用】 

・当該事業費及び関連事業費に係る一般に公表されていない諸元については、関東農政局茨城中

部農地整備事業所調べ 

 

【便益】 

・農林水産省大臣官房統計部（令和元年～令和６年）「作物統計」農林水産省 

・令和２年国勢調査(https://www.stat.go.jp/data/kokusei/2020/) 

・農林水産省統計部（令和２年）「令和２年農林業センサス茨城県統計書」農林水産統計協会 

・効果算定に必要な各種諸元については、関東農政局茨城中部農地整事業所調べ 
































































































































































